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報告第１号 

令和４年度高梁市繰越明許費繰越計算書について 

 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１４６条第２項の規定に基づき、別紙のと

おり繰越計算書を調製したので報告する。 

 令和５年６月９日提出 

高梁市長  近 藤 隆 則   

 



（単位：円）

辺 地 対 策 道 路 改 良 事 業 67,712,000

内

訳

過 疎 対 策 道 路 改 良 事 業

土 木 費 02 道路橋梁費 1,535,000 302,466,000

地方創生道整備推進交付金道路整備事業 281,618,000 281,618,000 150,000 138,161,000

350,600,000 486,000

01 総務管理費 定 住 促 進 対 策 事 業 17,642,000 7,742,000

23,000,000 183,000

3,000,000

23,183,000

24,612,000 24,600,000

02 総 務 費 03
戸 籍 住 民
基本台帳費

戸 籍 住 民 基 本 台 帳 事 務 事 業 10,252,000 10,252,000 10,252,000

02 総 務 費 01 総務管理費 旧 川 上 地 域 局 解 体 事 業 45,903,000 45,903,000 2,303,000

01 総務管理費 コ ミ ュ ニ テ ィ 施 設 維 持 管 理 事 業 17,798,000 15,578,000

02 総 務 費 01 総務管理費 地 域 経 済 循 環 創 造 事 業 50,000,000 50,000,000 8,333,000 33,000,000

27,800,000

112,200,000

94,000

40,000

32,284,000

108,771,000

総 務 費 01 総務管理費 旧 有 漢 町 役 場 解 体 事 業 80,127,000 80,127,000 40,427,000

市 道 改 良 事 業 655,087,000 655,087,000

道 路 改 築 事 業

都 市 構 造 再 編 集 中 支 援 事 業

60,263,000

222,311,000

60,263,000

222,311,000

85,000

1,300,000

23,183,000

39,700,000

43,600,000

08

7,742,000

08 土 木 費 02 道路橋梁費
岡 山 自 動 車 道 付 加
車 線 設 置 推 進 事 業

49,400,000 49,343,000 49,343,000

02 総 務 費

02

02

8,667,000

15,500,000 78,000

6,200,000総 務 費 01 総務管理費 地 域 Ｉ Ｔ 推 進 事 業 6,200,000 6,200,000

02 総 務 費

令 和 ４ 年 度 高 梁 市 繰 越 明 許 費 繰 越 計 算 書

左の財源内訳

既収入特定財源
未収入特定財源

一般財源
国庫支出金 県支出金 地方債 その他

高 梁 市 一 般 会 計

款 項 事業名 金額 翌年度繰越額

13,000,000

03 民 生 費 01 社会福祉費 老 人 福 祉 施 設 改 修 事 業 3,146,000 3,146,000 41,000

03 民 生 費 02 児童福祉費 こ ど も 園 整 備 事 業 72,328,000 72,327,000 1,812,000 35,015,000 35,500,000

105,000

07 商 工 費 01 商 工 費 観 光 施 設 維 持 管 理 事 業 9,000,000 5,596,000 5,596,000

04 衛 生 費 01 保健衛生費 出 産 ・ 子 育 て 応 援 事 業

62,000

143,200,000 107,000

2,750,000 8,850,000

農 業 費 農 地 耕 作 条 件 改 善 事 業 6,679,000 6,679,000 600,000

67,712,000 23,250,000 44,400,000

4,500,000 900,000 679,00006
農 林
水 産 業 費

01

4



11,850,000

10 教 育 費 06 社会教育費 58,100,000 35,000

10 教 育 費 06 社会教育費 文 化 施 設 管 理 運 営 事 業 11,850,000 11,850,000

文 化 交 流 館 運 営 事 業

12,650,000 12,650,000 49,000 12,600,000

5,875,000 375,000 5,500,000

1,000

10 教 育 費 06 社会教育費 成 羽 文 化 セ ン タ ー 管 理 運 営 事 業 8,156,000 8,156,000 8,100,000 56,000

教 育 費 04 高等学校費 学 校 施 設 整 備 事 業

2,700,000

2,455,000 38,000,000

10 教 育 費 04 高等学校費 学 校 保 健 特 別 対 策 事 業 3,600,000 3,600,000 1,800,000 1,800,000

03 中 学 校 費 義 務 教 育 学 校 建 設 事 業 5,875,000

10 教 育 費 02 小 学 校 費 義 務 教 育 学 校 建 設 事 業 40,455,000 40,455,000

10 教 育 費 03 中 学 校 費 学 校 保 健 特 別 対 策 事 業 5,400,000 5,400,000

6,300,000

2,700,000

緊 急 自 然 災 害 防 止 対 策 事 業 15,884,000

10 教 育 費 02 小 学 校 費 学 校 施 設 整 備 事 業 6,300,000 6,300,000

13,050,000 6,525,000 6,525,000

10

09 消 防 費 01 消 防 費 新 消 防 庁 舎 建 設 事 業

都 市 防 災 推 進 事 業

08 土 木 費 03 河 川 費

10 教 育 費

10 教 育 費

76,000

08 土 木 費 04 都市計画費 歴 史 的 町 並 み 環 境 整 備 事 業 10,000,000 10,000,000 5,000,000 5,000,000

08 土 木 費 04 都市計画費 22,350,000

08 土 木 費 03 河 川 費 緊 急 浚 渫 推 進 事 業 123,155,000 116,428,000

22,350,000

15,884,000

10,774,000 11,500,000

116,400,000 28,000

21,200,000 126,000

15,800,000 84,000

58,135,000 58,135,000

6,164,000 364,000 5,800,000

02 小 学 校 費 学 校 保 健 特 別 対 策 事 業 13,050,000

6,164,000

08 土 木 費 02 道路橋梁費 市 道 防 災 安 全 事 業 50,049,000 50,049,000 13,000 28,710,000

地方債 その他

款 項 事業名 金額 翌年度繰越額

左の財源内訳

既収入特定財源
未収入特定財源

一般財源
国庫支出金 県支出金

4,917,000 4,917,000

08 土 木 費 02 道路橋梁費 緊 急 自 然 災 害 防 止 対 策 事 業 93,550,000 93,397,000 93,300,000 97,000

4,917,00008 土 木 費 03 河 川 費 河 川 管 理 事 業

5



（単位：円）

有 漢 工 業 団 地 造 成 事 業 14,975,000 14,975,000 14,975,000

高梁市地域開発事業特別会計

款 項 事業名 金額 翌年度繰越額

左の財源内訳

既収入特定財源
未収入特定財源

一般財源
国庫支出金 県支出金 地方債 その他

03
工 業 団 地
造成事業費

01 造成事業費

款 項 事業名 金額 翌年度繰越額

左の財源内訳

既収入特定財源
未収入特定財源

一般財源
国庫支出金 県支出金 地方債 その他

22,800,000 27,000

11 災害復旧費 01
農 林 施 設
災害復旧費

農 林 施 設 災 害 復 旧 事 業 44,219,000 42,219,000 1,328,000 40,891,000

10 教 育 費 06 社会教育費 成 羽 美 術 館 運 営 事 業 22,827,000 22,827,000

21,600,000 1,320,00011 災害復旧費 02
土 木 施 設
災害復旧費

土 木 施 設 災 害 復 旧 事 業 50,212,000 43,917,000 20,997,000

6



 

7 

（参考） 

地方自治法施行令（抜すい） 

（繰越明許費） 

第１４６条 略 

２ 普通地方公共団体の長は、繰越明許費に係る歳出予算の経費を翌年度に繰り越したときは、

 翌年度の５月３１日までに繰越計算書を調製し、次の会議においてこれを議会に報告しなけ

 ればならない。 

３ 略 
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報告第２号 

令和４年度高梁市事故繰越し繰越計算書について 

 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１５０条第３項の規定に基づき、別紙のと

おり繰越計算書を調製したので報告する。 

 令和５年６月９日提出 

高梁市長  近 藤 隆 則   

 



（単位：円）

支出負担行為
予定額 既収入特定財源

国庫支出金

左の財源内訳

施工中に地すべ
り現象が発生
し、国県との調
整から年度内完
了が困難となっ
たため。

2,395,0008,000,000 2,395,000 2,395,000

令 和 ４ 年 度 高 梁 市 事 故 繰 越 し 繰 越 計 算 書

支出済額 支出未済額
翌年度繰越額

地方債 その他

高 梁 市 一 般 会 計

款 項 事業名 支出負担行為額 説明未収入特定財源
一般財源

県支出金

左の内訳

農 林 施 設 災 害 復 旧 事 業 10,395,000災害復旧費11 01
農 林 施 設
災害復旧費

1
0



 

11 

（参考） 

地方自治法施行令（抜すい） 

（予算の執行及び事故繰越し） 

第１５０条 略 

２ 略 

３ 第１４６条の規定は、地方自治法第２２０条第３項ただし書の規定による予算の繰越しに

ついてこれを準用する。 

 

 

地方自治法（抜すい） 

（予算の執行及び事故繰越し） 

第２２０条 略 

２ 略 

３ 繰越明許費の金額を除くほか、毎会計年度の歳出予算の経費の金額は、これを翌年度にお

いて使用することができない。ただし、歳出予算の経費の金額のうち、年度内に支出負担行

為をし、避けがたい事故のため年度内に支出を終わらなかったもの（当該支出負担行為に係

る工事その他の事業の遂行上の必要に基づきこれに関連して支出を要する経費の金額を含

む。）は、これを翌年度に繰り越して使用することができる。 



 



13 

報告第３号 

令和４年度高梁市水道事業特別会計予算繰越計算書について 

 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第２６条第３項の規定に基づき、別紙のとお

り繰越計算書を調製したので報告する。 

令和５年６月９日提出 

高梁市長  近 藤 隆 則   



国庫補助金 企業債 補償費
当年度損益勘定

留保資金

円 円 円 円 円 円 円 円 円 　

１ 資本的
   支出

１　建設
    改良費

設備更新事業 11,440,000 4,500,000 6,940,000 0 6,900,000 0 40,000 0 0

世界的な半導体
不足により、Ｗ
ｅｂ監視装置の
製造が予定より
遅れたため。

１ 資本的
   支出

１　建設
    改良費

水道管支障移
転事業

26,400,000 0 26,400,000 0 0 26,400,000 0 0 0
関係者協議に不
測の日数を要し
たため。

１ 資本的
   支出

１　建設
    改良費

水源池渇水対
策事業

5,280,000 2,112,000 3,168,000 0 0 0 3,168,000 0 0
関係者協議に不
測の日数を要し
たため。

１ 資本的
   支出

１　建設
    改良費

水道管支障移
転実施設計業
務委託

7,150,000 0 7,150,000 0 0 7,150,000 0 0 0
関係者協議に不
測の日数を要し
たため。

50,270,000 6,612,000 43,658,000 0 6,900,000 33,550,000 3,208,000 0 0 　

事業名 不用額

令和４年度高梁市水道事業特別会計予算繰越計算書

翌年度繰越額に
係る繰越を要す
るたな卸資産の
購入限度額

説　　明

合　　　　計

左の財源内訳

予算計上額 支払義務発生額 翌年度繰越額款 項

1
4



15 

（参考） 

地方公営企業法（抜すい） 

 （予算の繰越） 

第２６条 予算に定めた地方公営企業の建設又は改良に要する経費のうち、年度内に支払義務

が生じなかったものがある場合においては、管理者は、その額を翌年度に繰り越して使用す

ることができる。 

２ 前項の規定による場合を除くほか、毎事業年度の支出予算の金額は、翌事業年度において

使用することができない。ただし、支出予算の金額のうち、年度内に支出の原因となる契約

その他の行為をし、避け難い事故のため年度内に支払義務が生じなかったものについては、

管理者は、その金額を翌事業年度に繰り越して使用することができる。 

３ 前２項の規定により予算を繰り越した場合においては、管理者は、地方公共団体の長に繰

越額の使用に関する計画について報告をするものとし、報告を受けた地方公共団体の長は、

次の会議においてその旨を議会に報告しなければならない。 



 



17 

報告第４号 

令和４年度高梁市下水道事業特別会計予算繰越計算書について 

地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第２６条第３項の規定に基づき、別紙のとお

り繰越計算書を調製したので報告する。 

令和５年６月９日提出        

高梁市長  近 藤 隆 則   

 



地方公営企業法第２６条第１項の規定による建設改良費の繰越額

国庫補助金 企業債
当年度損益勘
定留保資金等

円 円 円 円 円 円 円 円 　

１ 資本的支出 １　建設改良費
公共下水道事業
（汚水）

37,510,000 0 37,510,000 0 22,700,000 14,810,000 0 0

社会情勢の影響により
資材調達が困難となっ
たため、繰越措置をす
るもの。

37,510,000 0 37,510,000 0 22,700,000 14,810,000 0 0 　

地方公営企業法第２６条第２項ただし書の規定による事故繰越額

国庫補助金 企業債
当年度損益勘
定留保資金等

円 円 円 円 円 円 円 円 　

１ 下水道事業費用 １　営業費用
公共下水道事業
（雨水）

22,000,000 0 22,000,000 10,500,000 0 11,500,000 0 0

国の令和４年１２月補
正予算による事業であ
り、適正な工期を確保
するため繰越措置をす
るもの。

円 円 円 円 円 円 円 円 　

１ 下水道事業費用 １　営業費用
公共下水道事業
（汚水）

8,613,000 0 8,613,000 0 0 8,613,000 0 0

社会情勢の影響により
資材調達が困難となっ
たため、繰越措置をす
るもの。

30,613,000 0 30,613,000 10,500,000 0 20,113,000 0 0 　

令和４年度高梁市下水道事業特別会計予算繰越計算書

合　　　　計

予算
計上額

支払義務
発生額

翌年度繰越額款 項 事業名

合　　　　計

不用額

翌年度繰越額
に係る繰越を
要するたな卸
資産の購入限
度額

説　　明

左の財源内訳

款 項 事業名

翌年度繰越額
に係る繰越を
要するたな卸
資産の購入限
度額

説　　明
予算

計上額
支払義務
発生額

翌年度繰越額

左の財源内訳

不用額

1
8



19 

（参考） 

地方公営企業法（抜すい） 

 （予算の繰越） 

第２６条 予算に定めた地方公営企業の建設又は改良に要する経費のうち、年度内に支払義務

が生じなかったものがある場合においては、管理者は、その額を翌年度に繰り越して使用す

ることができる。 

２ 前項の規定による場合を除くほか、毎事業年度の支出予算の金額は、翌事業年度において

使用することができない。ただし、支出予算の金額のうち、年度内に支出の原因となる契約

その他の行為をし、避け難い事故のため年度内に支払義務が生じなかったものについては、

管理者は、その金額を翌事業年度に繰り越して使用することができる。 

３ 前２項の規定により予算を繰り越した場合においては、管理者は、地方公共団体の長に繰

越額の使用に関する計画について報告をするものとし、報告を受けた地方公共団体の長は、

次の会議においてその旨を議会に報告しなければならない。 
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報告第５号 

令和４年度高梁市下水道事業特別会計継続費繰越計算書について 

地方公営企業法施行令（昭和２７年政令第４０３号）第１８条の２第１項の規定に基づき、

別紙のとおり継続費繰越計算書を調製したので報告する。 

令和５年６月９日提出        

高梁市長  近 藤 隆 則   

 



予算計上額
前年度

逓次繰越額
計 国庫補助金 企業債

当年度損益勘
定留保資金等

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

１ 資本的
   支出

１　建設
    改良費

落合雨水ポ
ンプ場整備
事業

2,337,000,000 248,000,000 0 248,000,000 39,000 247,961,000 247,961,000 123,980,500 123,900,000 80,500 0

2,337,000,000 248,000,000 0 248,000,000 39,000 247,961,000 247,961,000 123,980,500 123,900,000 80,500 0

継続費の総額

令和４年度　継続費予算現額

合　　　　計

令和４年度高梁市下水道事業特別会計継続費繰越計算書

款 項 事業名
支払義務発生
（見込）額

残額
翌年度

逓次繰越額

左の財源内訳
翌年度逓次繰
越額に係る繰
越を要するた
な卸資産の購
入限度額

2
2
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（参考） 

地方公営企業法施行令（抜すい） 

 （継続費） 

第１８条の２ 地方公営企業の継続費に係る毎事業年度の支出予定額のうち、当該事業年度内

に支払義務が生じなかったものがある場合においては、管理者は、その額を継続年度の終わ

りまで逓次繰り越して使用することができる。この場合においては、管理者は、地方公共団

体の長に、継続費繰越額の使用に関する計画について、継続費繰越計算書をもって翌事業年

度の５月３１日までに報告するものとし、報告を受けた地方公共団体の長は、次の議会にお

いてその旨を議会に報告しなければならない。 

２・３ 略 
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報告第６号 

令和４年度高梁市国民健康保険成羽病院事業会計予算繰越計算書について  

地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第２６条第３項の規定に基づき、別紙のとお

り繰越計算書を調製したので報告する。 

令和５年６月９日提出        

高梁市長  近 藤 隆 則   

 

 



企業債
当年度損益勘定
留保資金

円 円 円 円 円 円 円 　

１　資本的支出 １　建設改良費
１　有形固定資
　　産購入費

72,608,000 52,959,830 19,539,000 19,500,000 39,000 109,170 0

検査システムの更
新で仕様調整、機
器調達に期間を要
したため。

72,608,000 52,959,830 19,539,000 19,500,000 39,000 109,170 0 　

項 事業名

令和４年度高梁市国民健康保険成羽病院事業会計予算繰越計算書

不用額

翌年度繰越額に
係る繰越を要す
るたな卸資産の
購入限度額

説　　明

合　　　　計

左の財源内訳

予算計上額 支払義務発生額 翌年度繰越額款

2
6
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（参考）         

地方公営企業法（抜すい） 

（予算の繰越）         

第２６条 予算に定めた地方公営企業の建設又は改良に要する経費のうち、年度内に支払義務

が生じなかったものがある場合においては、管理者は、その額を翌年度に繰り越して使用す

ることができる。  

２ 前項の規定による場合を除くほか、毎事業年度の支出予算の金額は、翌事業年度において

使用することができない。ただし、支出予算の金額のうち、年度内に支出の原因となる契約

その他の行為をし、避け難い事故のため年度内に支払義務が生じなかったものについては、

管理者は、その金額を翌事業年度に繰り越して使用することができる。  

３ 前２項の規定により予算を繰り越した場合においては、管理者は、地方公共団体の長に繰

越額の使用に関する計画について報告をするものとし、報告を受けた地方公共団体の長は、

次の会議においてその旨を議会に報告しなければならない。 
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議案第５４号 

専決処分の承認を求めることについて 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定に基づき、別紙のとおり専

決処分したので、同条第３項の規定によりこれを報告し、承認を求める。 

令和５年６月９日提出 

高梁市長  近 藤 隆 則   

 

番  号 件          名 頁 

専決第１号 高梁市税条例の一部を改正する条例 31 

専決第２号 高梁市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 67 

専決第４号 令和５年度高梁市一般会計補正予算（第１号） 79 

専決第５号 
高梁市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例の一

部を改正する条例 
89 
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専決第１号 

   高梁市税条例の一部を改正する条例 

 高梁市税条例の一部を次のとおり改正するため、地方自治法第１７９条第１項の規定に基づ

き専決処分する。 

  令和５年３月３１日専決 

高梁市長  近 藤 隆 則   

 

高梁市条例第２２号 

（令和５年３月３１日制定）   

   高梁市税条例の一部を改正する条例 

高梁市税条例（平成１６年高梁市条例第４５号）の一部を次のように改正する。 

 

第３４条の９第２項中「又は」の次に「当該控除することができなかった金額のうち法第３

１４条の９第２項後段に規定する還付をすべき金額により」を加え、「の同項の」を「の前項

の」に、「若しくは市民税に充当し」を「、個人の市民税若しくは森林環境税を納付し、若し

くは納入し」に、「に充当する」を「を納付し、若しくは納入する」に改める。 

 

第３６条の３の２第５項中「第３項」を「第４項」に改め、同項を同条第６項とし、同条第

４項中「第２項」を「第３項」に改め、同項を同条第５項とし、同条第３項中「前２項」を

「第１項及び前項」に改め、同項を同条第４項とし、同条第２項中「前項」を「第１項」に改

め、同項を同条第３項とし、同条第１項の次に次の１項を加える。 

２ 前項又は法第３１７条の３の２第１項の規定による申告書を給与支払者を経由して提出す

る場合において、当該申告書に記載すべき事項がその年の前年において当該給与支払者を経

由して提出した前項又は法第３１７条の３の２第１項の規定による申告書（その者が当該前

年の中途において次項の規定による申告書を当該給与支払者を経由して提出した場合には、

当該前年の最後に提出した同項の規定による申告書）に記載した事項と異動がないときは、

給与所得者は、施行規則で定めるところにより、前項又は法第３１７条の３の２第１項の規

定により記載すべき事項に代えて当該異動がない旨を記載した前項又は法第３１７条の３の

２第１項の規定による申告書を提出することができる。 

 



32 

第３６条の３の３第５項中「第３項」を「第４項」に改める。 

 

第３８条の見出し中「方法」を「方法等」に改め、同条第１項中「によって」を「により」

に改め、同条に次の１項を加える。 

３ 森林環境税は、当該個人の市民税の均等割を賦課し、及び徴収する場合に併せて賦課し、

及び徴収する。 

 

第４１条中「及び」を「、個人の」に、「の合算額」を「及び森林環境税額の合算額」に、

「によって」を「により」に改める。 

 

第４４条第１項中「によって」を「により」に、「においては」を「には」に改め、「均等

割額」の次に「（これと併せて賦課徴収を行う森林環境税を含む。次項及び第５項において同

じ。）」を加え、同条第２項本文中「においては」を「には」に、「によって」を「により」

に改め、同項ただし書、同条第３項、第５項及び第６項中「によって」を「により」に改め

る。 

 

第４６条中「第５号の１５様式」の次に「又は第５号の１５の２様式」を加え、「によっ

て」を「により」に改める。 

 

第４７条第１項中「によって」を「により」に、「においては」を「には」に改め、同条第

２項中「通知によって」を「通知により」に、「第１７条の２の規定によって」を「第１７条

の２の２第１項第２号に規定する市町村徴収金関係過誤納金とみなして、同条第３項、第６項

及び第７項の規定を適用することができるものとし、当該市町村徴収金関係過誤納金により」

に、「に充当する」を「を納付し、又は納入することを委託したものとみなす」に改める。 

 

第４７条の２第１項中「によって徴収することが」を「により徴収することが」に、「にお

いては」を「には」に改め、「及び均等割額」の次に「（これと併せて賦課徴収を行う森林環

境税を含む。以下この条及び第４７条の５において同じ。）」を加え、「によって徴収する場

合」を「により徴収する場合」に、「によって徴収する。」を「により徴収する。」に改め、

同項第２号中「によって」を「により」に改め、同条第２項中「によって」を「により」に改
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める。 

 

第４７条の６第１項中「によって」を「により」に、「においては」を「には」に改め、同

条第２項中「方法によって」を「方法により」に、「第１７条の２の規定によって」を「第１

７条の２の２第１項第２号に規定する市町村徴収金関係過誤納金とみなして、同条第３項、第

６項及び第７項の規定を適用することができるものとし、当該市町村徴収金関係過誤納金によ

り」に、「に充当する」を「を納付し、又は納入することを委託したものとみなす」に改め

る。 

 

第４８条第１項及び第５項中「第２２号の４様式」の次に「又は第２２号の４の２様式」を

加える。 

 

第５０条第１項中「第２２号の４様式」の次に「又は第２２号の４の２様式」を加え、同条

第２項中「においては」を「には」に改める。 

 

第８２条第１号エ中「及び」を「、」に改め、「３輪のもの」の次に「及び道路運送車両の

保安基準（昭和２６年運輸省令第６７号）第１条第１項第１３号の６に規定する特定小型原動

機付自転車」を加える。 

 

第９１条第１項中「新たに原動機付自転車又は小型特殊自動車」の次に「（以下この条にお

いて「原動機付自転車等」という。）」を加え、「当該原動機付自転車又は小型特殊自動車」

を「当該原動機付自転車等」に改め、同条第２項及び第５項から第７項までの規定中「原動機

付自転車又は小型特殊自動車」を「原動機付自転車等」に改め、同条に次の２項を加える。  

１０ 原動機付自転車等の販売業者は、商品である原動機付自転車等を試乗し、又は回送する

場合においては、市長に対し、その旨を記載した申告書を提出し、試乗標識の交付を受け、

これを当該原動機付自転車等の車体の見やすい箇所に取り付けていなければならない。この

場合における試乗標識の取扱いについては、前２項の規定を準用する。 

１１ 前項の試乗標識の交付を受けた販売業者は、当該試乗標識の必要がなくなった場合は、

直ちに、これを市長に返納しなければならない。 
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第９８条第１項及び第５項並びに第１０１条第１項中「第３４号の２の５様式」の次に「又

は第３４号の２の５の２様式」を加える。 

 

附則第８条第１項中「令和６年度」を「令和９年度」に改める。 

 

附則第１０条中「、第６３条又は第６４条」を「又は第６３条」に、「、第６３条若しくは

第６４条」を「若しくは第６３条」に改める。 

 

附則第１０条の２第２項中「４分の３」を「５分の４」に改め、同条第３項中「附則第１５

条第２６項第１号イ」を「附則第１５条第２５項第１号イ」に改め、同条第４項中「附則第１

５条第２６項第１号ロ」を「附則第１５条第２５項第１号ロ」に改め、同条第５項中「附則第

１５条第２６項第１号ハ」を「附則第１５条第２５項第１号ハ」に改め、同条第６項中「附則

第１５条第２６項第１号ニ」を「附則第１５条第２５項第１号ニ」に改め、同条第７項中「附

則第１５条第２６項第２号イ」を「附則第１５条第２５項第２号イ」に改め、同条第８項中

「附則第１５条第２６項第２号ロ」を「附則第１５条第２５項第２号ロ」に改め、同条第９項

中「附則第１５条第２６項第２号ハ」を「附則第１５条第２５項第２号ハ」に改め、同条第１

０項中「附則第１５条第２６項第３号イ」を「附則第１５条第２５項第３号イ」に改め、同条

第１１項中「附則第１５条第２６項第３号ロ」を「附則第１５条第２５項第３号ロ」に改め、

同条第１２項中「附則第１５条第２６項第３号ハ」を「附則第１５条第２５項第３号ハ」に改

め、同条第１３項中「附則第１５条第３３項」を「附則第１５条第３２項」に改め、同条第１

４項中「附則第１５条第３４項」を「附則第１５条第３３項」に改め、同条第１５項中「附則

第１５条第３９項」を「附則第１５条第３８項」に改め、同条第１７項を次のように改める。 

１７ 法附則第１５条の９の３第１項に規定する市町村の条例で定める割合は、３分の１とす

る。 

 

附則第１０条の３第１３項を同条第１４項とし、同条第１２項各号列記以外の部分中「附則

第７条第１３項」を「附則第７条第１７項」に改め、同項を同条第１３項とし、同条第１１項

の次に次の１項を加える。 

１２ 法附則第１５条の９の３第１項に規定する特定マンションに係る区分所有に係る家屋に

ついて、同項の規定の適用を受けようとする者は、当該特定マンションに係る同項に規定す
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る工事が完了した日から３月以内に、次に掲げる事項を記載した申告書に施行規則附則第７

条第１６項各号に掲げる書類を添付して市長に提出しなければならない。 

(1) 納税義務者の住所、氏名又は名称及び個人番号又は法人番号（個人番号又は法人番号 

を有しない者にあっては、住所及び氏名又は名称） 

(2) 家屋の所在、家屋番号、種類及び床面積 

(3) 家屋の建築年月日及び登記年月日 

(4) 当該工事が完了した年月日 

(5) 当該工事が完了した日から３月を経過した後に申告書を提出する場合には、３月以内

に提出することができなかった理由 

 

附則第１０条の４第２項中「令和３年度分及び令和４年度分」を「令和５年度及び令和６年

度分」に改め、同条の次に次の１条を加える。 

（令和２年７月豪雨に係る固定資産税の特例の適用を受けようとする者がすべき申告等） 

第１０条の５ 法附則第１６条の４第１項（同条第２項において準用する場合を含む。）の規

定の適用を受けようとする者は、当該年度の初日の属する年の１月３１日（第５４条第６項

の規定により同項に規定する仮換地等に係る同条第１項の所有者とみなされた者が当該仮換

地等について法附則第１６条の４第６項（同条第７項において準用する場合を含む。）の規

定により読み替えて適用される同条第１項の規定の適用を受けようとする場合にあっては、

当該年度の初日の属する年の１月３１日）までに次に掲げる事項を記載した申告書を市長に

提出しなければならない。 

(1) 納税義務者の住所、氏名又は名称及び個人番号又は法人番号（個人番号又は法人番号

を有しない者にあっては、住所及び氏名又は名称）並びに当該納税義務者が令附則第１２

条の６第１項第３号から第５号まで又は第３項第３号から第５号までに掲げる者である場

合にあっては、同条第１項第１号若しくは第２号又は第３項第１号若しくは第２号に掲げ

る者との関係 

(2) 法附則第１６条の４第１項に規定する被災住宅用地の上に令和２年度に係る賦課期日

において存した家屋の所有者及び家屋番号 

(3) 当該年度に係る賦課期日において法附則第１６条の４第１項（同条第２項において準

用する場合及び同条第６項（同条第７項において準用する場合を含む。）の規定により読

み替えて適用される場合を含む。）の規定の適用を受けようとする土地を法第３４９条の
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３の２第１項に規定する家屋の敷地の用に供する土地として使用することができない理由 

(4) その他市長が固定資産税の賦課徴収に関し必要と認める事項 

２ 法附則第１６条の４第１項（同条第２項において準用する場合を含む。）の規定の適用を

受ける土地に係る令和５年度及び令和６年度分の固定資産税については、第７４条の規定は

適用しない。 

３ 法附則第１６条の４第４項に規定する特定被災共用土地（以下この項において「特定被災

共用土地」という。）に係る固定資産税額の按分の申出は、同条第４項に規定する特定被災

共用土地納税義務者（以下この項において「特定被災共用土地納税義務者」という。）の代

表者が毎年１月３１日までに次に掲げる事項を記載した申出書を市長に提出して行わなけれ

ばならない。 

(1) 代表者の住所、氏名又は名称及び個人番号又は法人番号（個人番号又は法人番号を有

しない者にあっては、住所及び氏名又は名称） 

(2) 特定被災共用土地の所在、地番、地目及び地積並びにその用途 

(3) 特定被災共用土地に係る法附則第１６条の４第３項に規定する被災区分所有家屋の所

在、家屋番号、種類、構造及び床面積並びにその用途 

(4) 各特定被災共用土地納税義務者の住所及び氏名並びに当該各特定被災共用土地納税義

務者の当該特定被災共用土地に係る持分の割合 

(5) 法附則第１６条の４第３項の規定により按分する場合に用いられる割合に準じて定め

た割合及び当該割合の算定方法 

４ 法附則第１６条の４第９項の規定により特定被災共用土地とみなされた特定仮換地等（以

下この項において「特定仮換地等」という。）に係る固定資産税額の按分の申出について

は、前項中「特定被災共用土地納税義務者」とあるのは「特定仮換地等納税義務者」と、

「特定被災共用土地の」とあるのは「特定仮換地等の」と、「特定被災共用土地に」とある

のは「特定仮換地等に対応する従前の土地である特定被災共用土地に」とする。 

 

附則第１５条の２を削る。 

 

附則第１５条の２の２第４項中「１００分の１０」を「１００分の３５」に改め、同条を附

則第１５条の２とする。 
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附則第１５条の６第３項を削る。 

 

附則第１６条第１項中「第８項」を「第４項」に改め、同条第２項中「令和２年４月１日か

ら令和３年３月３１日まで」を「令和４年４月１日から令和８年３月３１日まで」に、「令和

３年度分」を「、当該初回車両番号指定を受けた日の属する年度の翌年度分」に改め、同条第

３項から第６項までを削り、同条第７項中「第３０条第７項」を「第３０条第３項」に、「３

輪以上のガソリン軽自動車」を「３輪以上の法第４４６条第１項第３号に規定するガソリン軽

自動車（以下この項及び次項において「ガソリン軽自動車」という。）」に改め、「、当該ガ

ソリン軽自動車が令和３年４月１日から令和４年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受

けた場合には令和４年度分の軽自動車税の種別割に限り」を削り、「令和５年３月３１日」を

「令和８年３月３１日」に、「令和５年度分」を「、当該初回車両番号指定を受けた日の属す

る年度の翌年度分」に、「第３項の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句

は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句」を「同条第２号ア（２）中「３，９００円」とあるの

は「２，０００円」と、同号ア（３）（ｉ）中「６，９００円」とあるのは「３，５００

円」」に改め、同項を同条第３項とし、同条第８項中「附則第３０条第８項」を「附則第３０

条第４項」に改め、「、当該ガソリン軽自動車が令和３年４月１日から令和４年３月３１日ま

での間に初回車両番号指定を受けた場合には令和４年度分の軽自動車税の種別割に限り」を削

り、「令和５年３月３１日」を「令和７年３月３１日」に、「令和５年度分」を「、当該初回

車両番号指定を受けた日の属する年度の翌年度分」に、「第４項の表の左欄に掲げる同条の規

定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句」を「同条第２号ア（２）

中「３，９００円」とあるのは「３，０００円」と、同号ア（３）（ｉ）中「６，９００円」

とあるのは「５，２００円」」に改め、同項を同条第４項とする。 

 

附則第１６条の２第１項中「第８項」を「第４項」に改め、同条第３項中「１００分の１

０」を「１００分の３５」に改める。 

 

附則第１７条の２第１項及び第２項中「令和５年度」を「令和８年度」に改める。 

 

附則第２６条中「。次条において「新型コロナウイルス感染症特例法」という。」を削る。 
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附 則（令和５年高梁市条例第２２号） 

（施行期日） 

第１条 この条例は、令和５年４月１日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当

該各号に定める日から施行する。 

(1) 第８２条第１号エの改正規定及び附則第５条第１項の規定（この条例による改正後の

高梁市税条例（以下「新条例」という。）附則第１６条の２第３項に係る部分を除く。） 

令和５年７月１日 

(2) 第３４条の９第２項並びに第３８条の見出し及び同条第１項の改正規定、同条に１項

を加える改正規定並びに第４１条、第４４条、第４７条、第４７条の２及び第４７条の６

の改正規定並びに附則第１５条の２の２の改正規定（同条第４項中「１００分の１０」を

「１００分の３５」に改める部分に限る。）及び附則第１６条の２第３項の改正規定並び

に附則第３条第１項並びに第５条第１項（新条例附則第１６条の２第３項に係る部分に限

る。）及び第３項の規定 令和６年１月１日 

(3) 第３６条の３の２の改正規定及び附則第３条第２項の規定 令和７年１月１日 

（市民税に関する経過措置） 

第２条 附則第１条第２号に掲げる規定による改正後の高梁市税条例の規定中個人の市民税に

関する部分は、令和６年度分以後の年度分の個人の市民税について適用し、令和５年度分ま

での個人の市民税については、なお従前の例による。 

２ 新条例第３６条の３の２第２項の規定は、令和７年１月１日以後に支払を受けるべき高梁

市税条例第３６条の３の２第１項に規定する給与（以下この項において「給与」という。）

について提出する同項の規定による申告書について適用し、同日前に支払を受けるべき給与

について提出した同項の規定による申告書については、なお従前の例による。 

（固定資産税に関する経過措置） 

第３条 次項に定めるものを除き、新条例の規定中固定資産税に関する部分は、令和５年度以

後の年度分の固定資産税について適用し、令和４年度分までの固定資産税については、なお

従前の例による。 

２ 令和３年４月１日から令和５年３月３１日までの期間（以下この項において「適用期間」

という。）内に地方税法等の一部を改正する法律（令和３年法律第７号）附則第１条第４号

に掲げる規定による改正前の地方税法（昭和２５年法律第２２６号）附則第６４条に規定す

る中小事業者等（以下この項において「中小事業者等」という。）が取得（同条に規定する
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取得をいう。以下この項において同じ。）をした同条に規定する特例対象資産（以下この項

において「特例対象資産」という。）（中小事業者等が、同条に規定するリース取引（以下

この項において「リース取引」という。）に係る契約により特例対象資産を引き渡して使用

させる事業を行う者が適用期間内に取得をした同条に規定する先端設備等に該当する特例

対象資産を、適用期間内にリース取引により引渡しを受けた場合における当該特例対象資産

を含む。）に対して課する固定資産税については、なお従前の例による。 

（軽自動車税に関する経過措置） 

第４条 新条例第８２条第１号エ及び附則第１６条の２第３項の規定は、令和６年度以後の年

度分の軽自動車税の種別割について適用し、令和５年度分までの軽自動車税の種別割につい

ては、なお従前の例による。 

２ 令和元年１０月１日から令和３年１２月３１日までの間に取得されたこの条例による改正

前の高梁市税条例附則第１５条の２及び第１５条の６第３項に規定する３輪以上の軽自動

車に対して課する軽自動車税の環境性能割については、なお従前の例による。 

３ 新条例附則第１５条の２の２第４項の規定は、附則第１条第２号に掲げる規定の施行の日

以後に取得された３輪以上の軽自動車に対して課すべき軽自動車税の環境性能割について

適用し、同日前に取得された３輪以上の軽自動車に対して課する軽自動車税の環境性能割に

ついては、なお従前の例による。 

４ 新条例附則第１６条の規定は、令和５年度以後の年度分の軽自動車税の種別割について適

用し、令和４年度分までの軽自動車税の種別割については、なお従前の例による。 
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（参考）                        高梁市税条例新旧対照表 

改正案 現行 

(配当割額又は株式等譲渡所得割額の控除) (配当割額又は株式等譲渡所得割額の控除) 

第34条の9 略 第34条の9 略 

2 前項の規定により控除されるべき額で同項の所得割の額から控除す

ることができなかった金額があるときは、当該控除することができな

かった金額は、令第48条の9の3から第48条の9の6までに定めるとこ

ろにより、同項の納税義務者に対しその控除しきれなかった金額を還

付し、又は当該控除することができなかった金額のうち法第314条の9

第2項後段に規定する還付をすべき金額により当該納税義務者の前項

の申告書に係る年度分の個人の県民税、個人の市民税若しくは森林環

境税を納付し、若しくは納入し、若しくは当該納税義務者の未納に係

る徴収金を納付し、若しくは納入する。 

2 前項の規定により控除されるべき額で同項の所得割の額から控除す

ることができなかった金額があるときは、当該控除することができな

かった金額は、令第48条の9の3から第48条の9の6までに定めるとこ

ろにより、同項の納税義務者に対しその控除しきれなかった金額を還

付し、又は当該納税義務者の同項の申告書に係る年度分の個人の県民

税若しくは市民税に充当し、若しくは当該納税義務者の未納に係る徴

収金に充当する。 

3 略 3 略 

(個人の市民税に係る給与所得者の扶養親族等申告書) (個人の市民税に係る給与所得者の扶養親族等申告書) 

第36条の3の2 略 第36条の3の2 略 

2 前項又は法第317条の3の2第1項の規定による申告書を給与支払者

を経由して提出する場合において、当該申告書に記載すべき事項がそ

の年の前年において当該給与支払者を経由して提出した前項又は法

第317条の3の2第1項の規定による申告書(その者が当該前年の中途に

おいて次項の規定による申告書を当該給与支払者を経由して提出し

た場合には、当該前年の最後に提出した同項の規定による申告書)に
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記載した事項と異動がないときは、給与所得者は、施行規則で定める

ところにより、前項又は法第317条の3の2第1項の規定により記載す

べき事項に代えて当該異動がない旨を記載した前項又は法第317条の

3の2第1項の規定による申告書を提出することができる。 

3 第1項又は法第317条の3の2第1項の規定による申告書を提出した給

与所得者で市内に住所を有するものは、その年の中途において当該申

告書に記載した事項について異動を生じた場合には、第1項又は法第3

17条の3の2第1項の給与支払者からその異動を生じた日後最初に給

与の支払を受ける日の前日までに、施行規則で定めるところにより、

その異動の内容その他施行規則で定める事項を記載した申告書を、当

該給与支払者を経由して、市長に提出しなければならない。 

2 前項又は法第317条の3の2第1項の規定による申告書を提出した給

与所得者で市内に住所を有するものは、その年の中途において当該申

告書に記載した事項について異動を生じた場合には、前項又は法第3

17条の3の2第1項の給与支払者からその異動を生じた日後最初に給

与の支払を受ける日の前日までに、施行規則で定めるところにより、

その異動の内容その他施行規則で定める事項を記載した申告書を、当

該給与支払者を経由して、市長に提出しなければならない。 

4 第1項及び前項の場合において、これらの規定による申告書がその提

出の際に経由すべき給与支払者に受理されたときは、その申告書は、

その受理された日に市長に提出されたものとみなす。 

3 前2項の場合において、これらの規定による申告書がその提出の際に

経由すべき給与支払者に受理されたときは、その申告書は、その受理

された日に市長に提出されたものとみなす。 

5 給与所得者は、第1項及び第3項の規定による申告書の提出の際に経

由すべき給与支払者が令第48条の9の7の2において準用する令第8条

の2の2に規定する要件を満たす場合には、施行規則で定めるところに

より、当該申告書の提出に代えて、当該給与支払者に対し、当該申告

書に記載すべき事項を電磁的方法(電子情報処理組織を使用する方法

その他の情報通信の技術を利用する方法であって施行規則で定める

ものをいう。次条第4項及び第53条の9第3項において同じ。)により提

供することができる。 

4 給与所得者は、第1項及び第2項の規定による申告書の提出の際に経

由すべき給与支払者が令第48条の9の7の2において準用する令第8条

の2の2に規定する要件を満たす場合には、施行規則で定めるところに

より、当該申告書の提出に代えて、当該給与支払者に対し、当該申告

書に記載すべき事項を電磁的方法(電子情報処理組織を使用する方法

その他の情報通信の技術を利用する方法であって施行規則で定める

ものをいう。次条第4項及び第53条の9第3項において同じ。)により提

供することができる。 

6 前項の規定の適用がある場合における第4項の規定の適用について 5 前項の規定の適用がある場合における第3項の規定の適用について
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は、同項中「申告書が」とあるのは「申告書に記載すべき事項を」と、

「給与支払者に受理されたとき」とあるのは「給与支払者が提供を受

けたとき」と、「受理された日」とあるのは「提供を受けた日」とす

る。 

は、同項中「申告書が」とあるのは「申告書に記載すべき事項を」と、

「給与支払者に受理されたとき」とあるのは「給与支払者が提供を受

けたとき」と、「受理された日」とあるのは「提供を受けた日」とす

る。 

(個人の市民税に係る公的年金等受給者の扶養親族等申告書) (個人の市民税に係る公的年金等受給者の扶養親族等申告書) 

第36条の3の3 略 第36条の3の3 略 

2～4 略 2～4 略 

5 前項の規定の適用がある場合における第4項の規定の適用について

は、同項中「申告書が」とあるのは「申告書に記載すべき事項を」と、

「公的年金等支払者に受理されたとき」とあるのは「公的年金等支払

者が提供を受けたとき」と、「受理された日」とあるのは「提供を受

けた日」とする。 

5 前項の規定の適用がある場合における第3項の規定の適用について

は、同項中「申告書が」とあるのは「申告書に記載すべき事項を」と、

「公的年金等支払者に受理されたとき」とあるのは「公的年金等支払

者が提供を受けたとき」と、「受理された日」とあるのは「提供を受

けた日」とする。 

(個人の市民税の徴収の方法等) (個人の市民税の徴収の方法) 

第38条 個人の市民税は、第44条、第47条の2第1項、第47条の5又は第

53条の5の規定により特別徴収の方法による場合を除くほか、普通徴

収の方法により徴収する。 

第38条 個人の市民税は、第44条、第47条の2第1項、第47条の5又は第

53条の5の規定によって特別徴収の方法による場合を除くほか、普通

徴収の方法によって徴収する。 

2 略 2 略 

3 森林環境税は、当該個人の市民税の均等割を賦課し、及び徴収する

場合に併せて賦課し、及び徴収する。 

 

(個人の市民税の納税通知書) (個人の市民税の納税通知書) 

第41条 個人の市民税の納税通知書に記載すべき各納期の納付額は、当

該年度分の個人の市民税額、個人の県民税額及び森林環境税額の合算

第41条 個人の市民税の納税通知書に記載すべき各納期の納付額は、当

該年度分の個人の市民税額及び県民税額の合算額(第47条第1項又は
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額(第47条第1項又は第47条の6第1項の規定により徴収する場合にあ

っては特別徴収の方法により徴収されないことになった金額に相当

する税額)を前条第1項の納期(第47条第1項又は第47条の6第1項の規

定により徴収する場合にあっては特別徴収の方法により徴収されな

いこととなった日以後に到来する納期)の数で除して得た額とする。 

第47条の6第1項の規定によって徴収する場合にあっては特別徴収の

方法によって徴収されないことになった金額に相当する税額)を前条

第1項の納期(第47条第1項又は第47条の6第1項の規定によって徴収

する場合にあっては特別徴収の方法によって徴収されないこととな

った日以後に到来する納期)の数で除して得た額とする。 

(給与所得に係る個人の市民税の特別徴収) (給与所得に係る個人の市民税の特別徴収) 

第44条 個人の市民税の納税義務者が当該年度の初日の属する年の前

年中において給与の支払を受けた者であり、かつ、同日において給与

の支払を受けている者(次の各号に掲げる者のうち特別徴収の方法に

より徴収することが著しく困難であると認められる者を除く。以下こ

の条において「給与所得者」という。)である場合には、当該納税義

務者の前年中の給与所得に係る所得割額及び均等割額(これと併せて

賦課徴収を行う森林環境税を含む。次項及び第5項において同じ。)の

合算額を特別徴収の方法により徴収する。 

第44条 個人の市民税の納税義務者が当該年度の初日の属する年の前

年中において給与の支払を受けた者であり、かつ、同日において給与

の支払を受けている者(次の各号に掲げる者のうち特別徴収の方法に

よって徴収することが著しく困難であると認められる者を除く。以下

この条において「給与所得者」という。)である場合においては、当

該納税義務者の前年中の給与所得に係る所得割額及び均等割額の合

算額を特別徴収の方法によって徴収する。 

(1)・(2) 略 (1)・(2) 略 

2 前項の納税義務者について、当該納税義務者の前年中の所得に給与

所得以外の所得がある場合には、当該給与所得以外の所得に係る所得

割額を同項の規定により特別徴収の方法により徴収すべき給与所得

に係る所得割額及び均等割額の合算額に加算して特別徴収の方法に

より徴収する。ただし、第36条の2第1項の申告書に給与所得以外の所

得に係る所得割額を普通徴収の方法により徴収されたい旨の記載が

あるときは、この限りでない。 

2 前項の納税義務者について、当該納税義務者の前年中の所得に給与

所得以外の所得がある場合においては、当該給与所得以外の所得に係

る所得割額を同項の規定によって特別徴収の方法によって徴収すべ

き給与所得に係る所得割額及び均等割額の合算額に加算して特別徴

収の方法によって徴収する。ただし、第36条の2第1項の申告書に給与

所得以外の所得に係る所得割額を普通徴収の方法によって徴収され

たい旨の記載があるときは、この限りでない。 

3 前項本文の規定により給与所得者の給与所得以外の所得に係る所得 3 前項本文の規定によって給与所得者の給与所得以外の所得に係る所
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割額を特別徴収の方法により徴収することとなった後において、当該

給与所得者について給与所得以外の所得に係る所得割額の全部又は

一部を特別徴収の方法により徴収することが適当でないと認められ

る特別の事情が生じたため当該給与所得者から給与所得以外の所得

に係る所得割額の全部又は一部を普通徴収の方法により徴収するこ

ととされたい旨の申出があった場合でその事情がやむを得ないと認

められるときは、市長は、当該特別徴収の方法により徴収すべき給与

所得以外の所得に係る所得割額でまだ特別徴収により徴収していな

い額の全部又は一部を普通徴収の方法により徴収するものとする。 

得割額を特別徴収の方法によって徴収することとなった後において、

当該給与所得者について給与所得以外の所得に係る所得割額の全部

又は一部を特別徴収の方法によって徴収することが適当でないと認

められる特別の事情が生じたため当該給与所得者から給与所得以外

の所得に係る所得割額の全部又は一部を普通徴収の方法により徴収

することとされたい旨の申出があった場合でその事情がやむを得な

いと認められるときは、市長は、当該特別徴収の方法によって徴収す

べき給与所得以外の所得に係る所得割額でまだ特別徴収により徴収

していない額の全部又は一部を普通徴収の方法により徴収するもの

とする。 

4 略 4 略 

5 納税義務者である給与所得者に対し給与の支払をする者に当該年度

の初日の翌日から翌年の4月30日までの間において異動を生じた場合

において、当該給与所得者が当該給与所得者に対して新たに給与の支

払をする者となった者(所得税法第183条の規定により給与の支払を

する際所得税を徴収して納付する義務がある者に限る。以下この項に

おいて同じ。)を通じて、当該異動により従前の給与の支払をする者

から給与の支払を受けなくなった日の属する月の翌月の10日(その支

払を受けなくなった日が翌年の4月中である場合には、同月30日)まで

に、第1項の規定により特別徴収の方法により徴収されるべき前年中

の給与所得に係る所得割額及び均等割額の合算額(既に特別徴収の方

法により徴収された金額があるときは、当該金額を控除した金額)を

特別徴収の方法により徴収されたい旨の申出をしたときは、当該合算

5 納税義務者である給与所得者に対し給与の支払をする者に当該年度

の初日の翌日から翌年の4月30日までの間において異動を生じた場合

において、当該給与所得者が当該給与所得者に対して新たに給与の支

払をする者となった者(所得税法第183条の規定によって給与の支払

をする際所得税を徴収して納付する義務がある者に限る。以下この項

において同じ。)を通じて、当該異動によって従前の給与の支払をす

る者から給与の支払を受けなくなった日の属する月の翌月の10日(そ

の支払を受けなくなった日が翌年の4月中である場合には、同月30日)

までに、第1項の規定により特別徴収の方法によって徴収されるべき

前年中の給与所得に係る所得割額及び均等割額の合算額(既に特別徴

収の方法によって徴収された金額があるときは、当該金額を控除した

金額)を特別徴収の方法によって徴収されたい旨の申出をしたとき
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額を特別徴収の方法により徴収するものとする。ただし、当該申出が

翌年の4月中にあった場合において、特別徴収の方法により徴収する

ことが困難であると市長が認めるときは、この限りでない。 

は、当該合算額を特別徴収の方法によって徴収するものとする。ただ

し、当該申出が翌年の4月中にあった場合において、特別徴収の方法

によって徴収することが困難であると市長が認めるときは、この限り

でない。 

6 特別徴収の方法により個人の市民税を徴収される納税義務者が当該

年度の初日の属する年の6月1日から12月31日までの間において給与

の支払を受けないこととなり、かつ、その事由が発生した日の属する

月の翌月以降の月割額を特別徴収の方法により徴収されたい旨の当

該納税義務者からの申出があった場合及び当該納税義務者が翌年の1

月1日から4月30日までの間において給与の支払を受けないこととな

った場合には、その者に対してその年の5月31日までの間に支払われ

るべき給与又は退職手当等で当該月割額の全額に相当する金額を超

えるものがあるときに限り、当該月割額の全額(同日までに当該給与

又は退職手当等の全部又は一部の支払がされないこととなったとき

にあっては、同日までに支払われた当該給与又は退職手当等の額から

徴収することができる額)を特別徴収の方法により徴収する。 

6 特別徴収の方法によって個人の市民税を徴収される納税義務者が当

該年度の初日の属する年の6月1日から12月31日までの間において給

与の支払を受けないこととなり、かつ、その事由が発生した日の属す

る月の翌月以降の月割額を特別徴収の方法によって徴収されたい旨

の当該納税義務者からの申出があった場合及び当該納税義務者が翌

年の1月1日から4月30日までの間において給与の支払を受けないこ

ととなった場合には、その者に対してその年の5月31日までの間に支

払われるべき給与又は退職手当等で当該月割額の全額に相当する金

額を超えるものがあるときに限り、当該月割額の全額(同日までに当

該給与又は退職手当等の全部又は一部の支払がされないこととなっ

たときにあっては、同日までに支払われた当該給与又は退職手当等の

額から徴収することができる額)を特別徴収の方法によって徴収す

る。 

(給与所得に係る特別徴収税額の納入の義務等) (給与所得に係る特別徴収税額の納入の義務等) 

第46条 前条の特別徴収義務者は、月割額を徴収した月の翌月10日まで

に、その徴収した月割額を施行規則第5号の15様式又は第5号の15の2

様式による納入書により納入しなければならない。 

第46条 前条の特別徴収義務者は、月割額を徴収した月の翌月10日まで

に、その徴収した月割額を施行規則第5号の15様式による納入書によ

って納入しなければならない。 

(給与所得に係る特別徴収税額の普通徴収税額への繰入れ) (給与所得に係る特別徴収税額の普通徴収税額への繰入れ) 

第47条 個人の市民税の納税者が給与の支払を受けなくなったこと等 第47条 個人の市民税の納税者が給与の支払を受けなくなったこと等
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により給与所得に係る特別徴収税額を特別徴収の方法により徴収さ

れないこととなった場合には、特別徴収の方法により徴収されないこ

ととなった金額に相当する税額は、特別徴収の方法により徴収されな

いこととなった日以後において到来する第40条第1項の納期がある場

合にはそれぞれの納期において、その日以後に到来する同項の納期が

ない場合には直ちに、普通徴収の方法により徴収するものとする。 

により給与所得に係る特別徴収税額を特別徴収の方法によって徴収

されないこととなった場合においては、特別徴収の方法によって徴収

されないこととなった金額に相当する税額は、特別徴収の方法によっ

て徴収されないこととなった日以後において到来する第40条第1項の

納期がある場合においてはそれぞれの納期において、その日以後に到

来する同項の納期がない場合においては直ちに、普通徴収の方法によ

って徴収するものとする。 

2 法第321条の6第1項の通知により変更された給与所得に係る特別徴

収税額に係る個人の市民税の納税者について、既に特別徴収義務者か

ら市に納入された給与所得に係る特別徴収税額が当該納税者から徴

収すべき給与所得に係る特別徴収税額を超える場合(徴収すべき給与

所得に係る特別徴収税額がない場合を含む。)において当該納税者の

未納に係る徴収金があるときは、当該過納又は誤納に係る税額は、法

第17条の2の2第1項第2号に規定する市町村徴収金関係過誤納金とみ

なして、同条第3項、第6項及び第7項の規定を適用することができる

ものとし、当該市町村徴収金関係過誤納金により当該納税者の未納に

係る徴収金を納付し、又は納入することを委託したものとみなす。 

2 法第321条の6第1項の通知によって変更された給与所得に係る特別

徴収税額に係る個人の市民税の納税者について、既に特別徴収義務者

から市に納入された給与所得に係る特別徴収税額が当該納税者から

徴収すべき給与所得に係る特別徴収税額を超える場合(徴収すべき給

与所得に係る特別徴収税額がない場合を含む。)において当該納税者

の未納に係る徴収金があるときは、当該過納又は誤納に係る税額は、

法第17条の2の規定によって当該納税者の未納に係る徴収金に充当す

る。 

(公的年金等に係る所得に係る個人の市民税の特別徴収) (公的年金等に係る所得に係る個人の市民税の特別徴収) 

第47条の2 個人の市民税の納税義務者が当該年度の初日の属する年の

前年中において公的年金等の支払を受けた者であり、かつ、同日にお

いて老齢等年金給付(法第321条の7の2第1項の老齢等年金給付をい

う。以下この節において同じ。)の支払を受けている年齢65歳以上の

者(特別徴収の方法により徴収することが著しく困難であると認めら

第47条の2 個人の市民税の納税義務者が当該年度の初日の属する年の

前年中において公的年金等の支払を受けた者であり、かつ、同日にお

いて老齢等年金給付(法第321条の7の2第1項の老齢等年金給付をい

う。以下この節において同じ。)の支払を受けている年齢65歳以上の

者(特別徴収の方法によって徴収することが著しく困難であると認め
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れるものとして次に掲げるものを除く。以下この節において「特別徴

収対象年金所得者」という。)である場合には、当該納税義務者の前

年中の公的年金等に係る所得に係る所得割額及び均等割額(これと併

せて賦課徴収を行う森林環境税を含む。以下この条及び第47条の5に

おいて同じ。)の合算額(当該納税義務者に係る均等割額を第44条第1

項の規定により特別徴収の方法により徴収する場合には、公的年金等

に係る所得に係る所得割額。以下この条及び第47条の5において同

じ。)の2分の1に相当する額(以下この節において「年金所得に係る特

別徴収税額」という。)を当該年度の初日の属する年の10月1日から翌

年の3月31日までの間に支払われる老齢等年金給付から当該老齢等年

金給付の支払の際に特別徴収の方法により徴収する。 

られるものとして次に掲げるものを除く。以下この節において「特別

徴収対象年金所得者」という。)である場合においては、当該納税義

務者の前年中の公的年金等に係る所得に係る所得割額及び均等割額

の合算額(当該納税義務者に係る均等割額を第44条第1項の規定によ

り特別徴収の方法によって徴収する場合においては、公的年金等に係

る所得に係る所得割額。以下この条及び第47条の5において同じ。)

の2分の1に相当する額(以下この節において「年金所得に係る特別徴

収税額」という。)を当該年度の初日の属する年の10月1日から翌年の

3月31日までの間に支払われる老齢等年金給付から当該老齢等年金給

付の支払の際に特別徴収の方法によって徴収する。 

(1) 略 (1) 略 

(2) 特別徴収の方法により徴収することとした場合には当該年度に

おいて当該老齢等年金給付の支払を受けないこととなると認めら

れる者 

(2) 特別徴収の方法によって徴収することとした場合には当該年度

において当該老齢等年金給付の支払を受けないこととなると認め

られる者 

2 前項の特別徴収対象年金所得者に対して課する個人の市民税のうち

当該特別徴収対象年金所得者の前年中の公的年金等に係る所得に係

る所得割額及び均等割額の合算額から年金所得に係る特別徴収税額

を控除した額を第40条第1項の納期のうち当該年度の初日からその日

の属する年の9月30日までの間に到来するものにおいて普通徴収の方

法により徴収する。 

2 前項の特別徴収対象年金所得者に対して課する個人の市民税のうち

当該特別徴収対象年金所得者の前年中の公的年金等に係る所得に係

る所得割額及び均等割額の合算額から年金所得に係る特別徴収税額

を控除した額を第40条第1項の納期のうち当該年度の初日からその日

の属する年の9月30日までの間に到来するものにおいて普通徴収の方

法によって徴収する。 

(年金所得に係る特別徴収税額等の普通徴収税額への繰入れ) (年金所得に係る特別徴収税額等の普通徴収税額への繰入れ) 

第47条の6 法第321条の7の7第1項又は第3項(これらの規定を法第321 第47条の6 法第321条の7の7第1項又は第3項(これらの規定を法第321
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条の7の8第3項において読み替えて準用する場合を含む。)の規定によ

り特別徴収の方法により徴収されないこととなった金額に相当する

税額は、その特別徴収の方法により徴収されないこととなった日以後

において到来する第40条第1項の納期がある場合にはそのそれぞれの

納期において、その日以後に到来する同項の納期がない場合には直ち

に、普通徴収の方法により徴収するものとする。 

条の7の8第3項において読み替えて準用する場合を含む。)の規定によ

り特別徴収の方法によって徴収されないこととなった金額に相当す

る税額は、その特別徴収の方法によって徴収されないこととなった日

以後において到来する第40条第1項の納期がある場合においてはその

それぞれの納期において、その日以後に到来する同項の納期がない場

合においては直ちに、普通徴収の方法によって徴収するものとする。 

2 法第321条の7の7第3項(法第321条の7の8第3項において読み替えて

準用する場合を含む。)の規定により年金所得に係る特別徴収税額又

は年金所得に係る仮特別徴収税額を特別徴収の方法により徴収され

ないこととなった特別徴収対象年金所得者について、既に特別徴収義

務者から市に納入された年金所得に係る特別徴収税額又は年金所得

に係る仮特別徴収税額が当該特別徴収対象年金所得者から徴収すべ

き年金所得に係る特別徴収税額又は年金所得に係る仮特別徴収税額

を超える場合(徴収すべき年金所得に係る特別徴収税額又は年金所得

に係る仮特別徴収税額がない場合を含む。)において当該特別徴収対

象年金所得者の未納に係る徴収金があるときは、当該過納又は誤納に

係る税額は、法第17条の2の2第1項第2号に規定する市町村徴収金関

係過誤納金とみなして、同条第3項、第6項及び第7項の規定を適用す

ることができるものとし、当該市町村徴収金関係過誤納金により当該

特別徴収対象年金所得者の未納に係る徴収金を納付し、又は納入する

ことを委託したものとみなす。 

2 法第321条の7の7第3項(法第321条の7の8第3項において読み替えて

準用する場合を含む。)の規定により年金所得に係る特別徴収税額又

は年金所得に係る仮特別徴収税額を特別徴収の方法によって徴収さ

れないこととなった特別徴収対象年金所得者について、既に特別徴収

義務者から市に納入された年金所得に係る特別徴収税額又は年金所

得に係る仮特別徴収税額が当該特別徴収対象年金所得者から徴収す

べき年金所得に係る特別徴収税額又は年金所得に係る仮特別徴収税

額を超える場合(徴収すべき年金所得に係る特別徴収税額又は年金所

得に係る仮特別徴収税額がない場合を含む。)において当該特別徴収

対象年金所得者の未納に係る徴収金があるときは、当該過納又は誤納

に係る税額は、法第17条の2の規定によって当該特別徴収対象年金所

得者の未納に係る徴収金に充当する。 

(法人の市民税の申告納付) (法人の市民税の申告納付) 

第48条 市民税を申告納付する義務がある法人は、法第321条の8第1 第48条 市民税を申告納付する義務がある法人は、法第321条の8第1
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項、第2項、第31項、第34項及び第35項の規定による申告書(第9項、

第10項及び第12項において「納税申告書」という。)を、同条第1項、

第2項、第31項及び第35項の申告納付にあってはそれぞれこれらの規

定による納期限までに、同条第34項の申告納付にあっては遅滞なく市

長に提出し、及びその申告に係る税金又は同条第1項後段及び第2項後

段の規定により提出があったものとみなされる申告書に係る税金を

施行規則第22号の4様式又は第22号の4の2様式による納付書により

納付しなければならない。 

項、第2項、第31項、第34項及び第35項の規定による申告書(第9項、

第10項及び第12項において「納税申告書」という。)を、同条第1項、

第2項、第31項及び第35項の申告納付にあってはそれぞれこれらの規

定による納期限までに、同条第34項の申告納付にあっては遅滞なく市

長に提出し、及びその申告に係る税金又は同条第1項後段及び第2項後

段の規定により提出があったものとみなされる申告書に係る税金を

施行規則第22号の4様式による納付書により納付しなければならな

い。 

2～4 略 2～4 略 

5 法第321条の8第34項に規定する申告書(同条第33項の規定による申

告書を含む。以下この項において同じ。)に係る税金を納付する場合

には、当該税金に係る同条第1項、第2項又は第31項の納期限(納期限

の延長があったときは、その延長された納期限とする。第7項第1号に

おいて同じ。)の翌日から納付の日までの期間の日数に応じ、当該税

額に年14.6パーセント(申告書を提出した日(同条第35項の規定の適用

がある場合において、当該申告書がその提出期限前に提出されたとき

は、当該提出期限)までの期間又はその期間の末日の翌日から1月を経

過する日までの期間については、年7.3パーセント)の割合を乗じて計

算した金額に相当する延滞金を加算して施行規則第22号の4様式又は

第22号の4の2様式による納付書により納付しなければならない。 

5 法第321条の8第34項に規定する申告書(同条第33項の規定による申

告書を含む。以下この項において同じ。)に係る税金を納付する場合

には、当該税金に係る同条第1項、第2項又は第31項の納期限(納期限

の延長があったときは、その延長された納期限とする。第7項第1号に

おいて同じ。)の翌日から納付の日までの期間の日数に応じ、当該税

額に年14.6パーセント(申告書を提出した日(同条第35項の規定の適用

がある場合において、当該申告書がその提出期限前に提出されたとき

は、当該提出期限)までの期間又はその期間の末日の翌日から1月を経

過する日までの期間については、年7.3パーセント)の割合を乗じて計

算した金額に相当する延滞金を加算して施行規則第22号の4様式によ

る納付書により納付しなければならない。 

6～16 略 6～16 略 

(法人の市民税に係る不足税額の納付の手続) (法人の市民税に係る不足税額の納付の手続) 

第50条 法人の市民税の納税者は、法第321条の12の規定に基づく納付 第50条 法人の市民税の納税者は、法第321条の12の規定に基づく納付
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の告知を受けた場合には、当該不足税額を当該通知書の指定する期限

までに、施行規則第22号の4様式又は第22号の4の2様式による納付書

により納付しなければならない。 

の告知を受けた場合には、当該不足税額を当該通知書の指定する期限

までに、施行規則第22号の4様式による納付書により納付しなければ

ならない。 

2 前項の場合には、その不足税額に法第321条の8第1項、第2項又は第

31項の納期限(同条第35項の申告納付に係る法人税割に係る不足税額

がある場合には、同条第1項又は第2項の納期限とし、納期限の延長が

あった場合には、その延長された納期限とする。第4項第1号において

同じ。)の翌日から納付の日までの期間の日数に応じ、年14.6パーセ

ント(前項の納期限までの期間又は当該納期限の翌日から1月を経過

する日までの期間については、年7.3パーセント)の割合を乗じて計算

した金額に相当する延滞金額を加算して納付しなければならない。 

2 前項の場合においては、その不足税額に法第321条の8第1項、第2項

又は第31項の納期限(同条第35項の申告納付に係る法人税割に係る不

足税額がある場合には、同条第1項又は第2項の納期限とし、納期限の

延長があった場合には、その延長された納期限とする。第4項第1号に

おいて同じ。)の翌日から納付の日までの期間の日数に応じ、年14.6

パーセント(前項の納期限までの期間又は当該納期限の翌日から1月

を経過する日までの期間については、年7.3パーセント)の割合を乗じ

て計算した金額に相当する延滞金額を加算して納付しなければなら

ない。 

3・4 略 3・4 略 

(種別割の税率) (種別割の税率) 

第82条 次の各号に掲げる軽自動車等に対して課する種別割の税率は、

1台について、それぞれ当該各号に定める額とする。 

第82条 次の各号に掲げる軽自動車等に対して課する種別割の税率は、

1台について、それぞれ当該各号に定める額とする。 

(1) 原動機付自転車 (1) 原動機付自転車 

ア～ウ 略 ア～ウ 略 

エ 3輪以上のもの(車室を備えず、かつ、輪距(2以上の輪距を有す

るものにあっては、その輪距のうち最大のもの)が0.5メートル以

下であるもの、側面が構造上開放されている車室を備え、かつ、

輪距が0.5メートル以下の3輪のもの及び道路運送車両の保安基

準(昭和26年運輸省令第67号)第1条第1項第13号の6に規定する特

エ 3輪以上のもの(車室を備えず、かつ、輪距(2以上の輪距を有す

るものにあっては、その輪距のうち最大のもの)が0.5メートル以

下であるもの及び側面が構造上開放されている車室を備え、か

つ、輪距が0.5メートル以下の3輪のものを除く。)で、総排気量

が0.02リットルを超えるもの又は定格出力が0.25キロワットを
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定小型原動機付自転車を除く。)で、総排気量が0.02リットルを

超えるもの又は定格出力が0.25キロワットを超えるもの 年額

 3,700円 

超えるもの 年額 3,700円 

(2)・(3) 略 (2)・(3) 略 

(原動機付自転車及び小型特殊自動車の標識の交付等) (原動機付自転車及び小型特殊自動車の標識の交付等) 

第91条 新たに原動機付自転車又は小型特殊自動車(以下この条におい

て「原動機付自転車等」という。)に係る軽自動車等の所有者等とな

った者は、市長に対し、第87条第1項の申告書を提出する際、標識交

付申請書を提出し、かつ、当該原動機付自転車等の提示(市長が、当

該原動機付自転車等の提示に代わると認める書類の提出がある場合

には、当該書類の提出。次項において同じ。)をして、その車体に取

り付けるべき標識の交付を受けなければならない。ただし、市長がや

むを得ない理由があると認める場合は、この限りでない。 

第91条 新たに原動機付自転車又は小型特殊自動車に係る軽自動車等

の所有者等となった者は、市長に対し、第87条第1項の申告書を提出

する際、標識交付申請書を提出し、かつ、当該原動機付自転車又は小

型特殊自動車の提示(市長が、当該原動機付自転車又は小型特殊自動

車の提示に代わると認める書類の提出がある場合には、当該書類の提

出。次項において同じ。)をして、その車体に取り付けるべき標識の

交付を受けなければならない。ただし、市長がやむを得ない理由があ

ると認める場合は、この限りでない。 

2 法第445条若しくは第81条の2又は第80条第3項ただし書の規定によ

って種別割を課することのできない原動機付自転車等の所有者又は

使用者は、その主たる定置場が、市内に所在することとなったときは、

その事由が発生した日から15日以内に、市長に対し、標識交付申請書

を提出し、かつ、当該原動機付自転車等の提示をして、その車体に取

り付けるべき標識の交付を受けなければならない。種別割を課される

べき原動機付自転車等が法第445条若しくは第81条の2又は第80条第

3項ただし書の規定によって種別割を課されないこととなったときに

おける当該原動機付自転車等の所有者又は使用者についても、また同

様とする。 

2 法第445条若しくは第81条の2又は第80条第3項ただし書の規定によ

って種別割を課することのできない原動機付自転車又は小型特殊自

動車の所有者又は使用者は、その主たる定置場が、市内に所在するこ

ととなったときは、その事由が発生した日から15日以内に、市長に対

し、標識交付申請書を提出し、かつ、当該原動機付自転車又は小型特

殊自動車の提示をして、その車体に取り付けるべき標識の交付を受け

なければならない。種別割を課されるべき原動機付自転車又は小型特

殊自動車が法第445条若しくは第81条の2又は第80条第3項ただし書

の規定によって種別割を課されないこととなったときにおける当該

原動機付自転車又は小型特殊自動車の所有者又は使用者についても、
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また同様とする。 

3・4 略 3・4 略 

5 第1項又は第2項の規定により交付を受けた標識は、次項の規定によ

り返納するまでの間は、市長の指示に従い、これを当該原動機付自転

車等の車体の見易い箇所に常に取り付けていなければならない。 

5 第1項又は第2項の規定により交付を受けた標識は、次項の規定によ

り返納するまでの間は、市長の指示に従い、これを当該原動機付自転

車又は小型特殊自動車の車体の見易い箇所に常に取り付けていなけ

ればならない。 

6 第1項の標識及び第3項の証明書の交付を受けた後において当該原動

機付自転車等に係る軽自動車等の所有者等でなくなった者は、市長に

対し、第87条第3項の申告書を提出する際、当該申告書に添えて、そ

の標識及び証明書を返納しなければならない。 

6 第1項の標識及び第3項の証明書の交付を受けた後において当該原動

機付自転車又は小型特殊自動車に係る軽自動車等の所有者等でなく

なった者は、市長に対し、第87条第3項の申告書を提出する際、当該

申告書に添えて、その標識及び証明書を返納しなければならない。 

7 第2項の標識及び第3項の証明書の交付を受けた者は、当該原動機付

自転車等の主たる定置場が市内に所在しないこととなったとき、当該

原動機付自転車等を所有し、若しくは使用しないこととなったとき又

は当該原動機付自転車等に対して種別割が課されることとなったと

きは、その事由が発生した日から15日以内に、市長に対し、その標識

及び証明書を返納しなければならない。 

7 第2項の標識及び第3項の証明書の交付を受けた者は、当該原動機付

自転車又は小型特殊自動車の主たる定置場が市内に所在しないこと

となったとき、当該原動機付自転車又は小型特殊自動車を所有し、若

しくは使用しないこととなったとき又は当該原動機付自転車又は小

型特殊自動車に対して種別割が課されることとなったときは、その事

由が発生した日から15日以内に、市長に対し、その標識及び証明書を

返納しなければならない。 

8・9 略 8・9 略 

10 原動機付自転車等の販売業者は、商品である原動機付自転車等を試

乗し、又は回送する場合においては、市長に対し、その旨を記載した

申告書を提出し、試乗標識の交付を受け、これを当該原動機付自転車

等の車体の見やすい箇所に取り付けていなければならない。この場合

における試乗標識の取扱いについては、前2項の規定を準用する。 
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11 前項の試乗標識の交付を受けた販売業者は、当該試乗標識の必要が

なくなった場合は、直ちに、これを市長に返納しなければならない。 

 

(たばこ税の申告納付の手続) (たばこ税の申告納付の手続) 

第98条 前条の規定によってたばこ税を申告納付すべき者(以下この節

において「申告納税者」という。)は、毎月末日までに、前月の初日

から末日までの間における売渡し等に係る製造たばこの品目ごとの

課税標準たる本数の合計数(以下この節において「課税標準数量」と

いう。)及び当該課税標準数量に対するたばこ税額、第96条第1項の規

定により免除を受けようとする場合にあっては同項の適用を受けよ

うとする製造たばこに係るたばこ税額並びに次条第1項の規定により

控除を受けようとする場合にあっては同項の適用を受けようとする

たばこ税額その他必要な事項を記載した施行規則第34号の2様式によ

る申告書を市長に提出し、及びその申告に係る税金を施行規則第34

号の2の5様式又は第34号の2の5の2様式による納付書によって納付

しなければならない。この場合において、当該申告書には、第96条第

3項に規定する書類及び次条第1項の返還に係る製造たばこの品目ご

との数量についての明細を記載した施行規則第16号の5様式による書

類を添付しなければならない。 

第98条 前条の規定によってたばこ税を申告納付すべき者(以下この節

において「申告納税者」という。)は、毎月末日までに、前月の初日

から末日までの間における売渡し等に係る製造たばこの品目ごとの

課税標準たる本数の合計数(以下この節において「課税標準数量」と

いう。)及び当該課税標準数量に対するたばこ税額、第96条第1項の規

定により免除を受けようとする場合にあっては同項の適用を受けよ

うとする製造たばこに係るたばこ税額並びに次条第1項の規定により

控除を受けようとする場合にあっては同項の適用を受けようとする

たばこ税額その他必要な事項を記載した施行規則第34号の2様式によ

る申告書を市長に提出し、及びその申告に係る税金を施行規則第34

号の2の5様式による納付書によって納付しなければならない。この場

合において、当該申告書には、第96条第3項に規定する書類及び次条

第1項の返還に係る製造たばこの品目ごとの数量についての明細を記

載した施行規則第16号の5様式による書類を添付しなければならな

い。 

2～4 略 2～4 略 

 略  略 

5 前項の修正申告書に係る税金を納付する場合には、当該税金に係る

第1項又は第2項の納期限(納期限の延長があったときは、その延長さ

れた納期限。第101条第2項において同じ。)の翌日から納付の日まで

5 前項の修正申告書に係る税金を納付する場合には、当該税金に係る

第1項又は第2項の納期限(納期限の延長があったときは、その延長さ

れた納期限。第101条第2項において同じ。)の翌日から納付の日まで
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の期間の日数に応じ、当該税額に年14.6パーセント(修正申告書を提

出した日までの期間又はその日の翌日から1月を経過する日までの期

間については、年7.3パーセント)の割合を乗じて計算した金額に相当

する延滞金額を加算して、施行規則第34号の2の5様式又は第34号の2

の5の2様式による納付書によって納付しなければならない。 

の期間の日数に応じ、当該税額に年14.6パーセント(修正申告書を提

出した日までの期間又はその日の翌日から1月を経過する日までの期

間については、年7.3パーセント)の割合を乗じて計算した金額に相当

する延滞金額を加算して、施行規則第34号の2の5様式による納付書に

よって納付しなければならない。 

(たばこ税に係る不足税額等の納付手続) (たばこ税に係る不足税額等の納付手続) 

第101条 たばこ税の納税義務者は、法第481条、第483条又は第484条

の規定に基づく納付の告知を受けた場合には、当該不足税額又は過少

申告加算金額、不申告加算金額若しくは重加算金額を、当該通知書の

指定する期限までに、施行規則第34号の2の5様式又は第34号の2の5

の2様式による納付書によって納付しなければならない。 

第101条 たばこ税の納税義務者は、法第481条、第483条又は第484条

の規定に基づく納付の告知を受けた場合には、当該不足税額又は過少

申告加算金額、不申告加算金額若しくは重加算金額を、当該通知書の

指定する期限までに、施行規則第34号の2の5様式による納付書によっ

て納付しなければならない。 

2 略 2 略 

附 則 附 則 

(肉用牛の売却による事業所得に係る市民税の課税の特例) (肉用牛の売却による事業所得に係る市民税の課税の特例) 

第8条 昭和57年度から令和9年度までの各年度分の個人の市民税に限

り、法附則第6条第4項に規定する場合において、第36条の2第1項の

規定による申告書(その提出期限後において市民税の納税通知書が送

達される時までに提出されたもの及びその時までに提出された第36

条の3第1項の確定申告書を含む。次項において同じ。)に肉用牛の売

却に係る租税特別措置法第25条第1項に規定する事業所得の明細に関

する事項の記載があるとき(これらの申告書にその記載がないことに

ついてやむを得ない理由があると市長が認めるときを含む。次項にお

いて同じ。)は、当該事業所得に係る市民税の所得割の額を免除する。 

第8条 昭和57年度から令和6年度までの各年度分の個人の市民税に限

り、法附則第6条第4項に規定する場合において、第36条の2第1項の

規定による申告書(その提出期限後において市民税の納税通知書が送

達される時までに提出されたもの及びその時までに提出された第36

条の3第1項の確定申告書を含む。次項において同じ。)に肉用牛の売

却に係る租税特別措置法第25条第1項に規定する事業所得の明細に関

する事項の記載があるとき(これらの申告書にその記載がないことに

ついてやむを得ない理由があると市長が認めるときを含む。次項にお

いて同じ。)は、当該事業所得に係る市民税の所得割の額を免除する。 
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2・3 略 2・3 略 

(読替規定) (読替規定) 

第10条 法附則第15条から第15条の3の2まで又は第63条の規定の適用

がある各年度分の固定資産税に限り、第61条第8項中「又は第349条

の3の4から第349条の5まで」とあるのは、「若しくは第349条の3の4

から第349条の5まで又は附則第15条から第15条の3の2まで若しくは

第63条」とする。 

第10条 法附則第15条から第15条の3の2まで、第63条又は第64条の規

定の適用がある各年度分の固定資産税に限り、第61条第8項中「又は

第349条の3の4から第349条の5まで」とあるのは、「若しくは第349

条の3の4から第349条の5まで又は附則第15条から第15条の3の2ま

で、第63条若しくは第64条」とする。 

(法附則第15条第2項第1号等の条例で定める割合) (法附則第15条第2項第1号等の条例で定める割合) 

第10条の2 略 第10条の2 略 

2 法附則第15条第2項第5号に規定する市町村の条例で定める割合は、

5分の4とする。 

2 法附則第15条第2項第5号に規定する市町村の条例で定める割合は、

4分の3とする。 

3 法附則第15条第25項第1号イに規定する設備について同号に規定す

る市町村の条例で定める割合は、3分の2とする。 

3 法附則第15条第26項第1号イに規定する設備について同号に規定す

る市町村の条例で定める割合は、3分の2とする。 

4 法附則第15条第25項第1号ロに規定する設備について同号に規定す

る市町村の条例で定める割合は、3分の2とする。 

4 法附則第15条第26項第1号ロに規定する設備について同号に規定す

る市町村の条例で定める割合は、3分の2とする。 

5 法附則第15条第25項第1号ハに規定する設備について同号に規定す

る市町村の条例で定める割合は3分の2とする。 

5 法附則第15条第26項第1号ハに規定する設備について同号に規定す

る市町村の条例で定める割合は3分の2とする。 

6 法附則第15条第25項第1号ニに規定する設備について同号に規定す

る市町村の条例で定める割合は3分の2とする。 

6 法附則第15条第26項第1号ニに規定する設備について同号に規定す

る市町村の条例で定める割合は3分の2とする。 

7 法附則第15条第25項第2号イに規定する設備について同号に規定す

る市町村の条例で定める割合は4分の3とする。 

7 法附則第15条第26項第2号イに規定する設備について同号に規定す

る市町村の条例で定める割合は4分の3とする。 

8 法附則第15条第25項第2号ロに規定する設備について同号に規定す 8 法附則第15条第26項第2号ロに規定する設備について同号に規定す
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る市町村の条例で定める割合は4分の3とする。 る市町村の条例で定める割合は4分の3とする。 

9 法附則第15条第25項第2号ハに規定する設備について同号に規定す

る市町村の条例で定める割合は4分の3とする。 

9 法附則第15条第26項第2号ハに規定する設備について同号に規定す

る市町村の条例で定める割合は4分の3とする。 

10 法附則第15条第25項第3号イに規定する設備について同号に規定

する市町村の条例で定める割合は、2分の1とする。 

10 法附則第15条第26項第3号イに規定する設備について同号に規定

する市町村の条例で定める割合は、2分の1とする。 

11 法附則第15条第25項第3号ロに規定する設備について同号に規定

する市町村の条例で定める割合は、2分の1とする。 

11 法附則第15条第26項第3号ロに規定する設備について同号に規定

する市町村の条例で定める割合は、2分の1とする。 

12 法附則第15条第25項第3号ハに規定する設備について同号に規定

する市町村の条例で定める割合は、2分の1とする。 

12 法附則第15条第26項第3号ハに規定する設備について同号に規定

する市町村の条例で定める割合は、2分の1とする。 

13 法附則第15条第32項に規定する市町村の条例で定める割合は、2分

の1とする。 

13 法附則第15条第33項に規定する市町村の条例で定める割合は、2分

の1とする。 

14 法附則第15条第33項に規定する市町村の条例で定める割合は、3分

の2とする。 

14 法附則第15条第34項に規定する市町村の条例で定める割合は、3分

の2とする。 

15 法附則第15条第38項に規定する市町村の条例で定める割合は、3分

の2とする。 

15 法附則第15条第39項に規定する市町村の条例で定める割合は、3分

の2とする。 

16 略 16 略 

17 法附則第15条の9の3第1項に規定する市町村の条例で定める割合

は、3分の1とする。 

17 法附則第64条に規定する市町村の条例で定める割合は、零とする。 

(新築住宅等に対する固定資産税の減額の規定の適用を受けようとす

る者がすべき申告) 

(新築住宅等に対する固定資産税の減額の規定の適用を受けようとす

る者がすべき申告) 

第10条の3 略 第10条の3 略 

2～11 略 2～11 略 
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12 法附則第15条の9の3第1項に規定する特定マンションに係る区分

所有に係る家屋について、同項の規定の適用を受けようとする者は、

当該特定マンションに係る同項に規定する工事が完了した日から3月

以内に、次に掲げる事項を記載した申告書に施行規則附則第7条第16

項各号に掲げる書類を添付して市長に提出しなければならない。 

(1) 納税義務者の住所、氏名又は名称及び個人番号又は法人番号(個

人番号又は法人番号を有しない者にあっては、住所及び氏名又は名

称) 

(2) 家屋の所在、家屋番号、種類及び床面積 

(3) 家屋の建築年月日及び登記年月日 

(4) 当該工事が完了した年月日 

(5) 当該工事が完了した日から3月を経過した後に申告書を提出す

る場合には、3月以内に提出することができなかった理由 

 

13 法附則第15条の10第1項の耐震基準適合家屋について、同項の規定

の適用を受けようとする者は、当該耐震基準適合家屋に係る耐震改修

が完了した日から3月以内に、次に掲げる事項を記載した申告書に施

行規則附則第7条第17項に規定する補助に係る補助金確定通知書の写

し、建築物の耐震改修の促進に関する法律(平成7年法律第123号)第7

条又は附則第3条第1項の規定による報告の写し及び当該耐震改修後

の家屋が令附則第12条第19項に規定する基準を満たすことを証する

書類を添付して市長に提出しなければならない。 

12 法附則第15条の10第1項の耐震基準適合家屋について、同項の規定

の適用を受けようとする者は、当該耐震基準適合家屋に係る耐震改修

が完了した日から3月以内に、次に掲げる事項を記載した申告書に施

行規則附則第7条第13項に規定する補助に係る補助金確定通知書の写

し、建築物の耐震改修の促進に関する法律(平成7年法律第123号)第7

条又は附則第3条第1項の規定による報告の写し及び当該耐震改修後

の家屋が令附則第12条第19項に規定する基準を満たすことを証する

書類を添付して市長に提出しなければならない。 

(1)～(6) 略 (1)～(6) 略 

14 略 13 略 
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(平成30年7月豪雨に係る固定資産税の特例の適用を受けようとする

者がすべき申告等) 

(平成30年7月豪雨に係る固定資産税の特例の適用を受けようとする

者がすべき申告等) 

第10条の4 略 第10条の4 略 

2 法附則第16条の3第1項(同条第2項において準用する場合を含む。)

の規定の適用を受ける土地に係る令和5年度及び令和6年度分の固定

資産税については、第74条の規定は適用しない。 

2 法附則第16条の3第1項(同条第2項において準用する場合を含む。)

の規定の適用を受ける土地に係る令和3年度分及び令和4年度分の固

定資産税については、第74条の規定は適用しない。 

3・4 略 3・4 略 

(令和2年7月豪雨に係る固定資産税の特例の適用を受けようとする者

がすべき申告等) 

第10条の5 法附則第16条の4第1項(同条第2項において準用する場合

を含む。)の規定の適用を受けようとする者は、当該年度の初日の属

する年の1月31日(第54条第6項の規定により同項に規定する仮換地等

に係る同条第1項の所有者とみなされた者が当該仮換地等について法

附則第16条の4第6項(同条第7項において準用する場合を含む。)の規

定により読み替えて適用される同条第1項の規定の適用を受けようと

する場合にあっては、当該年度の初日の属する年の1月31日)までに次

に掲げる事項を記載した申告書を市長に提出しなければならない。 

(1) 納税義務者の住所、氏名又は名称及び個人番号又は法人番号(個

人番号又は法人番号を有しない者にあっては、住所及び氏名又は名

称)並びに当該納税義務者が令附則第12条の6第1項第3号から第5号

まで又は第3項第3号から第5号までに掲げる者である場合にあって

は、同条第1項第1号若しくは第2号又は第3項第1号若しくは第2号

に掲げる者との関係 
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(2) 法附則第16条の4第1項に規定する被災住宅用地の上に令和2年

度に係る賦課期日において存した家屋の所有者及び家屋番号 

(3) 当該年度に係る賦課期日において法附則第16条の4第1項(同条

第2項において準用する場合及び同条第6項(同条第7項において準

用する場合を含む。)の規定により読み替えて適用される場合を含

む。)の規定の適用を受けようとする土地を法第349条の3の2第1項

に規定する家屋の敷地の用に供する土地として使用することがで

きない理由 

(4) その他市長が固定資産税の賦課徴収に関し必要と認める事項 

2 法附則第16条の4第1項(同条第2項において準用する場合を含む。)

の規定の適用を受ける土地に係る令和5年度及び令和6年度分の固定

資産税については、第74条の規定は適用しない。 

3 法附則第16条の4第4項に規定する特定被災共用土地(以下この項に

おいて「特定被災共用土地」という。)に係る固定資産税額の按分の

申出は、同条第4項に規定する特定被災共用土地納税義務者(以下この

項において「特定被災共用土地納税義務者」という。)の代表者が毎

年1月31日までに次に掲げる事項を記載した申出書を市長に提出して

行わなければならない。 

(1) 代表者の住所、氏名又は名称及び個人番号又は法人番号(個人番

号又は法人番号を有しない者にあっては、住所及び氏名又は名称) 

(2) 特定被災共用土地の所在、地番、地目及び地積並びにその用途 

(3) 特定被災共用土地に係る法附則第16条の4第3項に規定する被災

区分所有家屋の所在、家屋番号、種類、構造及び床面積並びにその

用途 
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(4) 各特定被災共用土地納税義務者の住所及び氏名並びに当該各特

定被災共用土地納税義務者の当該特定被災共用土地に係る持分の

割合 

(5) 法附則第16条の4第3項の規定により按分する場合に用いられる

割合に準じて定めた割合及び当該割合の算定方法 

4 法附則第16条の4第9項の規定により特定被災共用土地とみなされ

た特定仮換地等(以下この項において「特定仮換地等」という。)に係

る固定資産税額の按分の申出については、前項中「特定被災共用土地

納税義務者」とあるのは「特定仮換地等納税義務者」と、「特定被災

共用土地の」とあるのは「特定仮換地等の」と、「特定被災共用土地

に」とあるのは「特定仮換地等に対応する従前の土地である特定被災

共用土地に」とする。 

 (軽自動車税の環境性能割の非課税) 

第15条の2 法第451条第1項第1号(同条第4項又は第5項において準用

する場合を含む。)に掲げる3輪以上の軽自動車(自家用のものに限る。

以下この条において同じ。)に対しては、当該3輪以上の軽自動車の取

得が令和元年10月1日から令和3年12月31日までの間(附則第15条の6

第3項において「特定期間」という。)に行われたときに限り、第80条

第1項の規定にかかわらず、軽自動車税の環境性能割を課さない。 

(軽自動車税の環境性能割の賦課徴収の特例) (軽自動車税の環境性能割の賦課徴収の特例) 

第15条の2 略 第15条の2の2 略 

2・3 略 2・3 略 

4 前項の規定の適用がある場合における納付すべき軽自動車税の環境 4 前項の規定の適用がある場合における納付すべき軽自動車税の環境
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性能割の額は、同項の不足額に、これに100分の35の割合を乗じて計

算した金額を加算した金額とする。 

性能割の額は、同項の不足額に、これに100分の10の割合を乗じて計

算した金額を加算した金額とする。 

(軽自動車税の環境性能割の税率の特例) (軽自動車税の環境性能割の税率の特例) 

第15条の6 略 第15条の6 略 

2 略 2 略 

 3 自家用の3輪以上の軽自動車であって乗用のものに対する第81条の

4(第2号に係る部分に限る。)及び前項の規定の適用については、当該

軽自動車の取得が特定期間に行われたときに限り、これらの規定中「1

00分の2」とあるのは、「100分の1」とする。 

(軽自動車税の種別割の税率の特例) (軽自動車税の種別割の税率の特例) 

第16条 法附則第30条第1項に規定する3輪以上の軽自動車に対する当

該軽自動車が最初の法第444条第3項に規定する車両番号の指定(次項

から第4項までにおいて「初回車両番号指定」という。)を受けた月か

ら起算して14年を経過した月の属する年度以後の年度分の軽自動車

税の種別割に係る第82条の規定の適用については、当分の間、次の表

の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同

表の右欄に掲げる字句とする。 

第16条 法附則第30条第1項に規定する3輪以上の軽自動車に対する当

該軽自動車が最初の法第444条第3項に規定する車両番号の指定(次項

から第8項までにおいて「初回車両番号指定」という。)を受けた月か

ら起算して14年を経過した月の属する年度以後の年度分の軽自動車

税の種別割に係る第82条の規定の適用については、当分の間、次の表

の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同

表の右欄に掲げる字句とする。 

略 略 

2 法附則第30条第2項第1号及び第2号に掲げる3輪以上の軽自動車に

対する第82条の規定の適用については、当該軽自動車が令和4年4月1

日から令和8年3月31日までの間に初回車両番号指定を受けた場合に

は、当該初回車両番号指定を受けた日の属する年度の翌年度分の軽自

動車税の種別割に限り、次の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中

2 法附則第30条第2項第1号及び第2号に掲げる3輪以上の軽自動車に

対する第82条の規定の適用については、当該軽自動車が令和2年4月1

日から令和3年3月31日までの間に初回車両番号指定を受けた場合に

は令和3年度分の軽自動車税の種別割に限り、次の表の左欄に掲げる

同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げ
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欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 る字句とする。 

略 略 

 3 法附則第30条第3項第1号及び第2号に掲げる法第446条第1項第3号

に規定するガソリン軽自動車(以下この条において「ガソリン軽自動

車」という。)のうち3輪以上のものに対する第82条の規定の適用につ

いては、当該ガソリン軽自動車が令和2年4月1日から令和3年3月31日

までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令和3年度分の軽自動

車税の種別割に限り、次の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄

に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

 第2号ア(イ) 3,900円 2,000円 

第2号ア(ウ)a 6,900円 3,500円 

10,800円 5,400円 

第2号ア(ウ)b 3,800円 1,900円 

5,000円 2,500円 
 

 4 法附則第30条第4項第1号及び第2号に掲げるガソリン軽自動車のう

ち3輪以上のもの(前項の規定の適用を受けるものを除く。)に対する第

82条の規定の適用については、当該ガソリン軽自動車が令和2年4月1

日から令和3年3月31日までの間に初回車両番号指定を受けた場合に

は令和3年度分の軽自動車の種別割に限り、次の表の左欄に掲げる同

条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる

字句とする。 

 第2号ア(イ) 3,900円 3,000円 

第2号ア(ウ)a 6,900円 5,200円 



 

6
3
 

10,800円 8,100円 

第2号ア(ウ)b 3,800円 2,900円 

5,000円 3,800円 
 

 5 法附則第30条第2項第1号及び第2号に掲げる3輪以上の軽自動車の

うち、自家用の乗用のものに対する第82条の規定の適用については、

当該軽自動車が令和3年4月1日から令和4年3月31日までの間に初回

車両番号指定を受けた場合には令和4年度分の軽自動車税の種別割に

限り、当該軽自動車が令和4年4月1日から令和5年3月31日までの間に

初回車両番号指定を受けた場合には令和5年度分の軽自動車税の種別

割に限り、第2項の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げ

る字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

 6 法附則第30条第2項第1号及び第2号に掲げる3輪以上の軽自動車(自

家用の乗用のものを除く。)に対する第82条の規定の適用については、

当該軽自動車が令和3年4月1日から令和4年3月31日までの間に初回

車両番号指定を受けた場合には令和4年度分の軽自動車税の種別割に

限り、当該軽自動車が令和4年4月1日から令和5年3月31日までの間に

初回車両番号指定を受けた場合には令和5年度分の軽自動車税の種別

割に限り、第2項の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げ

る字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

3 法附則第30条第3項の規定の適用を受ける3輪以上の法第446条第1

項第3号に規定するガソリン軽自動車(以下この項及び次項において

「ガソリン軽自動車」という。)(営業用の乗用のものに限る。)に対す

る第82条の規定の適用については、当該ガソリン軽自動車が令和4年4

7 法附則第30条第7項の規定の適用を受ける3輪以上のガソリン軽自

動車(営業用の乗用のものに限る。)に対する第82条の規定の適用につ

いては、当該ガソリン軽自動車が令和3年4月1日から令和4年3月31日

までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令和4年度分の軽自動
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月1日から令和8年3月31日までの間に初回車両番号指定を受けた場

合には、当該初回車両番号指定を受けた日の属する年度の翌年度分の

軽自動車税の種別割に限り、同条第2号ア(2)中「3,900円」とあるの

は「2,000円」と、同号ア(3)(i)中「6,900円」とあるのは「3,500円」

とする。 

車税の種別割に限り、当該ガソリン軽自動車が令和4年4月1日から令

和5年3月31日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令和5

年度分の軽自動車税の種別割に限り、第3項の表の左欄に掲げる同条

の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字

句とする。 

4 法附則第30条第4項の規定の適用を受ける3輪以上のガソリン軽自

動車(前項の規定の適用を受けるものを除き、営業用の乗用のものに

限る。)に対する第82条の規定の適用については、当該ガソリン軽自

動車が令和4年4月1日から令和7年3月31日までの間に初回車両番号

指定を受けた場合には、当該初回車両番号指定を受けた日の属する年

度の翌年度分の軽自動車税の種別割に限り、同条第2号ア(2)中「3,90

0円」とあるのは「3,000円」と、同号ア(3)(i)中「6,900円」とあるの

は「5,200円」とする。 

8 法附則第30条第8項の規定の適用を受ける3輪以上のガソリン軽自

動車(前項の規定の適用を受けるものを除き、営業用の乗用のものに

限る。)に対する第82条の規定の適用については、当該ガソリン軽自

動車が令和3年4月1日から令和4年3月31日までの間に初回車両番号

指定を受けた場合には令和4年度分の軽自動車税の種別割に限り、当

該ガソリン軽自動車が令和4年4月1日から令和5年3月31日までの間

に初回車両番号指定を受けた場合には令和5年度分の軽自動車税の種

別割に限り、第4項の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲

げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

(軽自動車税の種別割の賦課徴収の特例) (軽自動車税の種別割の賦課徴収の特例) 

第16条の2 市長は、軽自動車税の種別割の賦課徴収に関し、3輪以上の

軽自動車が前条第2項から第4項までの規定の適用を受ける3輪以上の

軽自動車に該当するかどうかの判断をするときは、国土交通大臣の認

定等(法附則第30条の2第1項に規定する国土交通大臣の認定等をい

う。次項において同じ。)に基づき当該判断をするものとする。 

第16条の2 市長は、軽自動車税の種別割の賦課徴収に関し、3輪以上の

軽自動車が前条第2項から第8項までの規定の適用を受ける3輪以上の

軽自動車に該当するかどうかの判断をするときは、国土交通大臣の認

定等(法附則第30条の2第1項に規定する国土交通大臣の認定等をい

う。次項において同じ。)に基づき当該判断をするものとする。 

2 略 2 略 

3 前項の規定の適用がある場合における納付すべき軽自動車税の種別

割の額は、同項の不足額に、これに100分の35の割合を乗じて計算し

3 前項の規定の適用がある場合における納付すべき軽自動車税の種別

割の額は、同項の不足額に、これに100分の10の割合を乗じて計算し
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た金額を加算した金額とする。 た金額を加算した金額とする。 

(優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡した場合の長期譲渡所得

に係る市民税の課税の特例) 

(優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡した場合の長期譲渡所得

に係る市民税の課税の特例) 

第17条の2 昭和63年度から令和8年度までの各年度分の個人の市民税

に限り、所得割の納税義務者が前年中に前条第1項に規定する譲渡所

得の基因となる土地等(租税特別措置法第31条第1項に規定する土地

等をいう。以下この条において同じ。)の譲渡(同項に規定する譲渡を

いう。以下この条において同じ。)をした場合において、当該譲渡が

優良住宅地等のための譲渡(法附則第34条の2第1項に規定する優良住

宅地等のための譲渡をいう。)に該当するときにおける前条第1項に規

定する譲渡所得(次条の規定の適用を受ける譲渡所得を除く。次項に

おいて同じ。)に係る課税長期譲渡所得金額に対して課する市民税の

所得割の額は、前条第1項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる場

合の区分に応じ、当該各号に定める金額に相当する額とする。 

第17条の2 昭和63年度から令和5年度までの各年度分の個人の市民税

に限り、所得割の納税義務者が前年中に前条第1項に規定する譲渡所

得の基因となる土地等(租税特別措置法第31条第1項に規定する土地

等をいう。以下この条において同じ。)の譲渡(同項に規定する譲渡を

いう。以下この条において同じ。)をした場合において、当該譲渡が

優良住宅地等のための譲渡(法附則第34条の2第1項に規定する優良住

宅地等のための譲渡をいう。)に該当するときにおける前条第1項に規

定する譲渡所得(次条の規定の適用を受ける譲渡所得を除く。次項に

おいて同じ。)に係る課税長期譲渡所得金額に対して課する市民税の

所得割の額は、前条第1項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる場

合の区分に応じ、当該各号に定める金額に相当する額とする。 

(1)・(2) 略 (1)・(2) 略 

2 前項の規定は、昭和63年度から令和8年度までの各年度分の個人の市

民税に限り、所得割の納税義務者が前年中に前条第1項に規定する譲

渡所得の基因となる土地等の譲渡をした場合において、当該譲渡が確

定優良住宅地等予定地のための譲渡(法附則第34条の2第5項に規定す

る確定優良住宅地等予定地のための譲渡をいう。以下この項において

同じ。)に該当するときにおける前条第1項に規定する譲渡所得に係る

課税長期譲渡所得金額に対して課する市民税の所得割について準用

する。この場合において、当該譲渡が法附則第34条の2第10項の規定

2 前項の規定は、昭和63年度から令和5年度までの各年度分の個人の市

民税に限り、所得割の納税義務者が前年中に前条第1項に規定する譲

渡所得の基因となる土地等の譲渡をした場合において、当該譲渡が確

定優良住宅地等予定地のための譲渡(法附則第34条の2第5項に規定す

る確定優良住宅地等予定地のための譲渡をいう。以下この項において

同じ。)に該当するときにおける前条第1項に規定する譲渡所得に係る

課税長期譲渡所得金額に対して課する市民税の所得割について準用

する。この場合において、当該譲渡が法附則第34条の2第10項の規定
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に該当することとなるときは、当該譲渡は確定優良住宅地等予定地の

ための譲渡ではなかったものとみなす。 

に該当することとなるときは、当該譲渡は確定優良住宅地等予定地の

ための譲渡ではなかったものとみなす。 

3 略 3 略 

(新型コロナウイルス感染症等に係る寄附金税額控除の特例) (新型コロナウイルス感染症等に係る寄附金税額控除の特例) 

第26条 所得割の納税義務者が、新型コロナウイルス感染症等の影響に

対応するための国税関係法律の臨時特例に関する法律(令和2年法律

第25号)第5条第4項に規定する指定行事のうち、市長が指定するもの

の中止若しくは延期又はその規模の縮小により生じた当該指定行事

の入場料金、参加料金その他の対価の払戻しを請求する権利の全部又

は一部の放棄を同条第1項に規定する指定期間内にした場合には、当

該納税義務者がその放棄をした日の属する年中に法附則第60条第4項

に規定する市町村放棄払戻請求権相当額の法第314条の7第1項第3号

に掲げる寄附金を支出したものとみなして、第314条の7の規定を適用

する。 

第26条 所得割の納税義務者が、新型コロナウイルス感染症等の影響に

対応するための国税関係法律の臨時特例に関する法律(令和2年法律

第25号。次条において「新型コロナウイルス感染症特例法」という。)

第5条第4項に規定する指定行事のうち、市長が指定するものの中止若

しくは延期又はその規模の縮小により生じた当該指定行事の入場料

金、参加料金その他の対価の払戻しを請求する権利の全部又は一部の

放棄を同条第1項に規定する指定期間内にした場合には、当該納税義

務者がその放棄をした日の属する年中に法附則第60条第4項に規定す

る市町村放棄払戻請求権相当額の法第314条の7第1項第3号に掲げる

寄附金を支出したものとみなして、第314条の7の規定を適用する。 
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専決第２号 

   高梁市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

 高梁市国民健康保険税条例の一部を次のとおり改正するため、地方自治法第１７９条第１項

の規定に基づき専決処分する。 

  令和５年３月３１日専決 

                          高梁市長  近 藤 隆 則   

 

高梁市条例第２３号 

（令和５年３月３１日制定）   

   高梁市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

 高梁市国民健康保険税条例（平成１６年高梁市条例第４８号）の一部を次のように改正する。 

 

 第２条第３項ただし書中「２０万円」を「２２万円」に改める。 

 

第２１条第１項中「２０万円」を「２２万円」に改め、同項第２号中「２８万５，０００円」

を「２９万円」に改め、同項第３号中「５２万円」を「５３万５，０００円」に改める。 

 

第２１条の２中「第２２条の２」を「第２２条の２第１項」に改める。 

 

第２２条の２第２項中「その他の特例対象被保険者等であることの事実を証明する書類」を

「又は雇用保険受給資格通知（同令第１９条第３項に規定するものをいう。）」に改める。 

 

附則第６項中「第２１条第１項」を「第２１条」に、「同項」を「同条第１項」に改める。 

 

附則第７項、第８項、第１０項から第１３項まで、第１６項及び第１７項中「第２１条第１

項の」を「第２１条の」に改める。 

 

   附 則（令和５年高梁市条例第２３号） 

（施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。 
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（適用区分） 

２ この条例による改正後の高梁市国民健康保険税条例の規定は、令和５年度以後の年度分の

国民健康保険税について適用し、令和４年度分までの国民健康保険税については、なお従前

の例による。 
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（参考）                     高梁市国民健康保険税条例新旧対照表                        

改正案 現行 

(課税額) (課税額) 

第2条 略 第2条 略 

2 略 2 略 

3 第1項第2号の後期高齢者支援金等課税額は、世帯主(前条第2項の世

帯主を除く。)及びその世帯に属する被保険者につき算定した所得割

額並びに被保険者均等割額及び世帯別平等割額の合算額とする。ただ

し、当該合計額が22万円を超える場合においては、後期高齢者支援金

等課税額は、22万円とする。 

3 第1項第2号の後期高齢者支援金等課税額は、世帯主(前条第2項の世

帯主を除く。)及びその世帯に属する被保険者につき算定した所得割

額並びに被保険者均等割額及び世帯別平等割額の合算額とする。ただ

し、当該合計額が20万円を超える場合においては、後期高齢者支援金

等課税額は、20万円とする。 

4 略 4 略 

(国民健康保険税の減額) (国民健康保険税の減額) 

第21条 次の各号のいずれかに掲げる国民健康保険税の納税義務者に

対して課する国民健康保険税の額は、第2条第2項本文の基礎課税額か

らア及びイに掲げる額を減額して得た額(当該減額して得た額が65万

円を超える場合には、65万円)、同条第3項本文の後期高齢者支援金等

課税額からウ及びエに掲げる額を減額して得た額(当該減額して得た

額が22万円を超える場合には、22万円)並びに同条第4項本文の介護納

付金課税額からオ及びカに掲げる額を減額して得た額(当該減額して

得た額が17万円を超える場合には、17万円)の合算額とする。 

第21条 次の各号のいずれかに掲げる国民健康保険税の納税義務者に

対して課する国民健康保険税の額は、第2条第2項本文の基礎課税額か

らア及びイに掲げる額を減額して得た額(当該減額して得た額が65万

円を超える場合には、65万円)、同条第3項本文の後期高齢者支援金等

課税額からウ及びエに掲げる額を減額して得た額(当該減額して得た

額が20万円を超える場合には、20万円)並びに同条第4項本文の介護納

付金課税額からオ及びカに掲げる額を減額して得た額(当該減額して

得た額が17万円を超える場合には、17万円)の合算額とする。 

(1) 略 (1) 略 

(2) 法第703条の5第1項に規定する総所得金額及び山林所得金額の (2) 法第703条の5第1項に規定する総所得金額及び山林所得金額の
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合算額が、43万円(納税義務者並びにその世帯に属する国民健康保

険の被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得者等の数が2

以上の場合にあっては、43万円に当該給与所得者等の数から1を減

じた数に10万円を乗じて得た金額を加算した金額)に被保険者及び

特定同一世帯所属者1人につき29万円を加算した金額を超えない世

帯に係る納税義務者(前号に該当する者を除く。) 

合算額が、43万円(納税義務者並びにその世帯に属する国民健康保

険の被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得者等の数が2

以上の場合にあっては、43万円に当該給与所得者等の数から1を減

じた数に10万円を乗じて得た金額を加算した金額)に被保険者及び

特定同一世帯所属者1人につき28万5,000円を加算した金額を超え

ない世帯に係る納税義務者(前号に該当する者を除く。) 

ア～カ 略 ア～カ 略 

(3) 法第703条の5第1項に規定する総所得金額及び山林所得金額の

合算額が、43万円(納税義務者並びにその世帯に属する国民健康保

険の被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得者等の数が2

以上の場合にあっては、43万円に当該給与所得者等の数から1を減

じた数に10万円を乗じて得た金額を加算した金額)に被保険者及び

特定同一世帯所属者1人につき53万5,000円を加算した金額を超え

ない世帯に係る納税義務者(前2号に該当する者を除く。) 

(3) 法第703条の5第1項に規定する総所得金額及び山林所得金額の

合算額が、43万円(納税義務者並びにその世帯に属する国民健康保

険の被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得者等の数が2

以上の場合にあっては、43万円に当該給与所得者等の数から1を減

じた数に10万円を乗じて得た金額を加算した金額)に被保険者及び

特定同一世帯所属者1人につき52万円を加算した金額を超えない世

帯に係る納税義務者(前2号に該当する者を除く。) 

ア～カ 略 ア～カ 略 

2 略 2 略 

(特例対象被保険者等に係る国民健康保険税の課税の特例) (特例対象被保険者等に係る国民健康保険税の課税の特例) 

第21条の2 国民健康保険税の納税義務者である世帯主又はその世帯に

属する国民健康保険の被保険者若しくは特定同一世帯所属者が特例

対象被保険者等(法第703条の5の2第2項に規定する特例対象被保険者

等をいう。第22条の2第1項において同じ。)である場合における第3

条及び前条第1項の規定の適用については、第3条第1項中「規定する

総所得金額」とあるのは「規定する総所得金額(第21条の2に規定する

第21条の2 国民健康保険税の納税義務者である世帯主又はその世帯に

属する国民健康保険の被保険者若しくは特定同一世帯所属者が特例

対象被保険者等(法第703条の5の2第2項に規定する特例対象被保険者

等をいう。第22条の2において同じ。)である場合における第3条及び

前条第1項の規定の適用については、第3条第1項中「規定する総所得

金額」とあるのは「規定する総所得金額(第21条の2に規定する特例対
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特例対象被保険者等の総所得金額に給与所得が含まれている場合に

おいては、当該給与所得については、所得税法第28条第2項の規定に

よって計算した金額の100分の30に相当する金額によるものとする。

次項において同じ。)」と、「同条第2項」とあるのは「法第314条の2

第2項」と、前条第1項第1号中「総所得金額及び」とあるのは「総所

得金額(次条に規定する特例対象被保険者等の総所得金額に給与所得

が含まれている場合においては、当該給与所得については、所得税法

第28条第2項の規定によって計算した金額の100分の30に相当する金

額によるものとする。次号及び第3号において同じ。)及び」とする。 

象被保険者等の総所得金額に給与所得が含まれている場合において

は、当該給与所得については、所得税法第28条第2項の規定によって

計算した金額の100分の30に相当する金額によるものとする。次項に

おいて同じ。)」と、「同条第2項」とあるのは「法第314条の2第2項」

と、前条第1項第1号中「総所得金額及び」とあるのは「総所得金額(次

条に規定する特例対象被保険者等の総所得金額に給与所得が含まれ

ている場合においては、当該給与所得については、所得税法第28条第

2項の規定によって計算した金額の100分の30に相当する金額による

ものとする。次号及び第3号において同じ。)及び」とする。 

(特例対象被保険者等に係る申告) (特例対象被保険者等に係る申告) 

第22条の2 略 第22条の2 略 

2 前項の申告書の提出に当たり、当該納税義務者は、雇用保険受給者

資格者証(雇用保険法施行規則(昭和50年労働省令第3号)第17条の2第

1項第1号に規定するものをいう。)又は雇用保険受給資格通知(同令第

19条第3項に規定するものをいう。)の提示を求められた場合には、こ

れらを提示しなければならない。 

2 前項の申告書の提出に当たり、当該納税義務者は、雇用保険受給者

資格者証(雇用保険法施行規則(昭和50年労働省令第3号)第17条の2第

1項第1号に規定するものをいう。)その他の特例対象被保険者等であ

ることの事実を証明する書類の提示を求められた場合には、これらを

提示しなければならない。 

附 則 附 則 

1～5 略 1～5 略 

(公的年金等に係る所得に係る国民健康保険税の課税の特例) (公的年金等に係る所得に係る国民健康保険税の課税の特例) 

6 当分の間、世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若

しくは特定同一世帯所属者が、前年中に所得税法第35条第3項に規定

する公的年金等に係る所得について同条第4項に規定する公的年金等

控除額(年齢65歳以上である者に係るものに限る。)の控除を受けた場

6 当分の間、世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若

しくは特定同一世帯所属者が、前年中に所得税法第35条第3項に規定

する公的年金等に係る所得について同条第4項に規定する公的年金等

控除額(年齢65歳以上である者に係るものに限る。)の控除を受けた場
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合における第21条の規定の適用については、同条第1項中「法第703

条の5第1項に規定する総所得金額及び山林所得金額」とあるのは「法

第703条の5第1項に規定する総所得金額(所得税法第35条第3項に規

定する公的年金等に係る所得については、同条第2項第1号の規定によ

って計算した金額から15万円を控除した金額によるものとする。)及

び山林所得金額」と、「110万円」とあるのは「125万円」とする。 

合における第21条第1項の規定の適用については、同項中「法第703

条の5第1項に規定する総所得金額及び山林所得金額」とあるのは「法

第703条の5第1項に規定する総所得金額(所得税法第35条第3項に規

定する公的年金等に係る所得については、同条第2項第1号の規定によ

って計算した金額から15万円を控除した金額によるものとする。)及

び山林所得金額」と、「110万円」とあるのは「125万円」とする。 

(上場株式等に係る配当所得等に係る国民健康保険税の課税の特例) (上場株式等に係る配当所得等に係る国民健康保険税の課税の特例) 

7 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定

同一世帯所属者が法附則第33条の2第5項の配当所得等を有する場合

における第3条、第6条第8条及び第21条の規定の適用については、第

3条第1項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並び

に法附則第33条の2第5項に規定する上場株式等に係る配当所得等の

金額」と、「同条第2項」とあるのは「法第314条の2第2項」と、同

条第2項中「又は山林所得金額」とあるのは「若しくは山林所得金額

又は法附則第33条の2第5項に規定する上場株式等に係る配当所得等

の金額」と、第21条第1項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び

山林所得金額並びに法附則第33条の2第5項に規定する上場株式等に

係る配当所得等の金額」とする。 

7 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定

同一世帯所属者が法附則第33条の2第5項の配当所得等を有する場合

における第3条、第6条第8条及び第21条第1項の規定の適用について

は、第3条第1項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金

額並びに法附則第33条の2第5項に規定する上場株式等に係る配当所

得等の金額」と、「同条第2項」とあるのは「法第314条の2第2項」

と、同条第2項中「又は山林所得金額」とあるのは「若しくは山林所

得金額又は法附則第33条の2第5項に規定する上場株式等に係る配当

所得等の金額」と、第21条第1項中「及び山林所得金額」とあるのは

「及び山林所得金額並びに法附則第33条の2第5項に規定する上場株

式等に係る配当所得等の金額」とする。 

(長期譲渡所得に係る国民健康保険税の課税の特例) (長期譲渡所得に係る国民健康保険税の課税の特例) 

8 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定

同一世帯所属者が法附則第34条第4項の譲渡所得を有する場合におけ

る第3条、第6条、第8条及び第21条の規定の適用については、第3条

第1項中「及び山林所得金額の合計額から同条第2項」とあるのは「及

8 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定

同一世帯所属者が法附則第34条第4項の譲渡所得を有する場合におけ

る第3条、第6条、第8条及び第21条第1項の規定の適用については、

第3条第1項中「及び山林所得金額の合計額から同条第2項」とあるの
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び山林所得金額並びに法附則第34条第4項に規定する長期譲渡所得の

金額(租税特別措置法(昭和32年法律第26号)第33条の4第1項若しくは

第2項、第34条第1項、第34条の2第1項、第34条の3第1項、第35条第

1項、第35条の2第1項、第35条の3第1項又は第36条の規定に該当する

場合には、これらの規定の適用により同法第31条第1項に規定する長

期譲渡所得の金額から控除する金額を控除した金額。以下この項にお

いて「控除後の長期譲渡所得の金額」という。)の合計額から法第314

条の2第2項」と、「及び山林所得金額の合計額(」とあるのは「及び

山林所得金額並びに控除後の長期譲渡所得の金額の合計額(」と、同

条第2項中「又は山林所得金額」とあるのは「若しくは山林所得金額

又は法附則第34条第4項に規定する長期譲渡所得の金額」と、第21条

第1項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに

法附則第34条第4項に規定する長期譲渡所得の金額」とする。 

は「及び山林所得金額並びに法附則第34条第4項に規定する長期譲渡

所得の金額(租税特別措置法(昭和32年法律第26号)第33条の4第1項若

しくは第2項、第34条第1項、第34条の2第1項、第34条の3第1項、第3

5条第1項、第35条の2第1項、第35条の3第1項又は第36条の規定に該

当する場合には、これらの規定の適用により同法第31条第1項に規定

する長期譲渡所得の金額から控除する金額を控除した金額。以下この

項において「控除後の長期譲渡所得の金額」という。)の合計額から

法第314条の2第2項」と、「及び山林所得金額の合計額(」とあるのは

「及び山林所得金額並びに控除後の長期譲渡所得の金額の合計額(」

と、同条第2項中「又は山林所得金額」とあるのは「若しくは山林所

得金額又は法附則第34条第4項に規定する長期譲渡所得の金額」と、

第21条第1項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額

並びに法附則第34条第4項に規定する長期譲渡所得の金額」とする。 

9 略 9 略 

(一般株式等に係る譲渡所得等に係る国民健康保険税の課税の特例) (一般株式等に係る譲渡所得等に係る国民健康保険税の課税の特例) 

10 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特

定同一世帯所属者が法附則第35条の2第5項の一般株式等に係る譲渡

所得等を有する場合における第3条、第6条、第8条及び第21条の規定

の適用については、第3条第1項中「及び山林所得金額」とあるのは「及

び山林所得金額並びに法附則第35条の2第5項に規定する一般株式等

に係る譲渡所得等の金額」と、「同条第2項」とあるのは「法第314

条の2第2項」と、同条第2項中「又は山林所得金額」とあるのは「若

しくは山林所得金額又は法附則第35条の2第5項に規定する一般株式

10 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特

定同一世帯所属者が法附則第35条の2第5項の一般株式等に係る譲渡

所得等を有する場合における第3条、第6条、第8条及び第21条第1項

の規定の適用については、第3条第1項中「及び山林所得金額」とある

のは「及び山林所得金額並びに法附則第35条の2第5項に規定する一般

株式等に係る譲渡所得等の金額」と、「同条第2項」とあるのは「法

第314条の2第2項」と、同条第2項中「又は山林所得金額」とあるの

は「若しくは山林所得金額又は法附則第35条の2第5項に規定する一般
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等に係る譲渡所得等の金額」と、第21条第1項中「及び山林所得金額」

とあるのは「及び山林所得金額並びに法附則第35条の2第5項に規定す

る一般株式等に係る譲渡所得等の金額」とする。 

株式等に係る譲渡所得等の金額」と、第21条第1項中「及び山林所得

金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに法附則第35条の2第5項に

規定する一般株式等に係る譲渡所得等の金額」とする。 

(上場株式等に係る譲渡所得等に係る国民健康保険税の課税の特例) (上場株式等に係る譲渡所得等に係る国民健康保険税の課税の特例) 

11 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特

定同一世帯所属者が法附則第35条の2の2第5項の上場株式等に係る

譲渡所得等を有する場合における第3条、第6条、第8条及び第21条の

規定の適用については、第3条第1項中「及び山林所得金額」とあるの

は「及び山林所得金額並びに法附則第35条の2の2第5項に規定する上

場株式等に係る譲渡所得等の金額」と、「同条第2項」とあるのは「法

第314条の2第2項」と、同条第2項中「又は山林所得金額」とあるの

は「若しくは山林所得金額又は法附則第35条の2の2第5項に規定する

上場株式等に係る譲渡所得等の金額」と、第21条第1項中「及び山林

所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに法附則第35条の2の2

第5項に規定する上場株式等に係る譲渡所得等の金額」とする。 

11 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特

定同一世帯所属者が法附則第35条の2の2第5項の上場株式等に係る

譲渡所得等を有する場合における第3条、第6条、第8条及び第21条第

1項の規定の適用については、第3条第1項中「及び山林所得金額」と

あるのは「及び山林所得金額並びに法附則第35条の2の2第5項に規定

する上場株式等に係る譲渡所得等の金額」と、「同条第2項」とある

のは「法第314条の2第2項」と、同条第2項中「又は山林所得金額」

とあるのは「若しくは山林所得金額又は法附則第35条の2の2第5項に

規定する上場株式等に係る譲渡所得等の金額」と、第21条第1項中「及

び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに法附則第35

条の2の2第5項に規定する上場株式等に係る譲渡所得等の金額」とす

る。 

(先物取引に係る雑所得等に係る国民健康保険税の課税の特例) (先物取引に係る雑所得等に係る国民健康保険税の課税の特例) 

12 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特

定同一世帯所属者が法附則第35条の4第4項の事業所得、譲渡所得又は

雑所得を有する場合における第3条、第6条、第8条及び第21条の規定

の適用については、第3条第1項中「及び山林所得金額」とあるのは「及

び山林所得金額並びに法附則第35条の4第4項に規定する先物取引に

係る雑所得等の金額」と、「同条第2項」とあるのは「法第314条の2

12 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特

定同一世帯所属者が法附則第35条の4第4項の事業所得、譲渡所得又は

雑所得を有する場合における第3条、第6条、第8条及び第21条第1項

の規定の適用については、第3条第1項中「及び山林所得金額」とある

のは「及び山林所得金額並びに法附則第35条の4第4項に規定する先物

取引に係る雑所得等の金額」と、「同条第2項」とあるのは「法第31
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第2項」と、同条第2項中「又は山林所得金額」とあるのは「若しくは

山林所得金額又は法附則第35条の4第4項に規定する先物取引に係る

雑所得等の金額」と、第21条第1項中「及び山林所得金額」とあるの

は「及び山林所得金額並びに法附則第35条の4第4項に規定する先物取

引に係る雑所得等の金額」とする。 

4条の2第2項」と、同条第2項中「又は山林所得金額」とあるのは「若

しくは山林所得金額又は法附則第35条の4第4項に規定する先物取引

に係る雑所得等の金額」と、第21条第1項中「及び山林所得金額」と

あるのは「及び山林所得金額並びに法附則第35条の4第4項に規定する

先物取引に係る雑所得等の金額」とする。 

(土地の譲渡等に係る事業所得等に係る国民健康保険税の課税の特例) (土地の譲渡等に係る事業所得等に係る国民健康保険税の課税の特例) 

13 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特

定同一世帯所属者が法附則第33条の3第5項の事業所得又は雑所得を

有する場合における第3条、第6条、第8条及び第21条の規定の適用に

ついては、第3条第1項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林

所得金額並びに法附則第33条の3第5項に規定する土地等に係る事業

所得等の金額」と、「同条第2項」とあるのは「法第314条の2第2項」

と、同条第2項中「又は山林所得金額」とあるのは「若しくは山林所

得金額又は法附則第33条の3第5項に規定する土地等に係る事業所得

等の金額」と、第21条第1項中「及び山林所得金額」とあるのは「及

び山林所得金額並びに法附則第33条の3第5項に規定する土地等に係

る事業所得等の金額」とする。 

13 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特

定同一世帯所属者が法附則第33条の3第5項の事業所得又は雑所得を

有する場合における第3条、第6条、第8条及び第21条第1項の規定の

適用については、第3条第1項中「及び山林所得金額」とあるのは「及

び山林所得金額並びに法附則第33条の3第5項に規定する土地等に係

る事業所得等の金額」と、「同条第2項」とあるのは「法第314条の2

第2項」と、同条第2項中「又は山林所得金額」とあるのは「若しくは

山林所得金額又は法附則第33条の3第5項に規定する土地等に係る事

業所得等の金額」と、第21条第1項中「及び山林所得金額」とあるの

は「及び山林所得金額並びに法附則第33条の3第5項に規定する土地等

に係る事業所得等の金額」とする。 

14・15 略 14・15 略 

(条約適用利子等に係る国民健康保険税の課税の特例) (条約適用利子等に係る国民健康保険税の課税の特例) 

16 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特

定同一世帯所属者が租税条約等の実施に伴う所得税法、法人税法及び

地方税法の特例等に関する法律(昭和44年法律第46号。以下「租税条

約等実施特例法」という。)第3条の2の2第10項に規定する条約適用利

16 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特

定同一世帯所属者が租税条約等の実施に伴う所得税法、法人税法及び

地方税法の特例等に関する法律(昭和44年法律第46号。以下「租税条

約等実施特例法」という。)第3条の2の2第10項に規定する条約適用利
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子等に係る利子所得、配当所得、譲渡所得、一時所得及び雑所得を有

する場合における第3条、第6条、第8条及び第21条の規定については、

第3条第1項中「及び山林所得金額の合計額から同条第2項」とあるの

は「及び山林所得金額並びに租税条約等の実施に伴う所得税法、法人

税法及び地方税法の特例等に関する法律(昭和44年法律第46号。以下

「租税条約等実施特例法」という。)第3条の2の2第10項に規定する条

約適用利子等の額の合計額から法第314条の2第2項」と、「及び山林

所得金額の合計額(」とあるのは「及び山林所得金額並びに租税条約

等実施特例法第3条の2の2第10項に規定する条約適用利子等の額の

合計額(」と、同条第2項中「又は山林所得金額」とあるのは「若しく

は山林所得金額又は租税条約等実施特例法第3条の2の2第10項に規

定する条約適用利子等の額」と、第21条第1項中「及び山林所得金額」

とあるのは「及び山林所得金額並びに租税条約等実施特例法第3条の2

の2第10項に規定する条約適用利子等の額」とする。 

子等に係る利子所得、配当所得、譲渡所得、一時所得及び雑所得を有

する場合における第3条、第6条、第8条及び第21条第1項の規定につ

いては、第3条第1項中「及び山林所得金額の合計額から同条第2項」

とあるのは「及び山林所得金額並びに租税条約等の実施に伴う所得税

法、法人税法及び地方税法の特例等に関する法律(昭和44年法律第46

号。以下「租税条約等実施特例法」という。)第3条の2の2第10項に規

定する条約適用利子等の額の合計額から法第314条の2第2項」と、「及

び山林所得金額の合計額(」とあるのは「及び山林所得金額並びに租

税条約等実施特例法第3条の2の2第10項に規定する条約適用利子等

の額の合計額(」と、同条第2項中「又は山林所得金額」とあるのは「若

しくは山林所得金額又は租税条約等実施特例法第3条の2の2第10項

に規定する条約適用利子等の額」と、第21条第1項中「及び山林所得

金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに租税条約等実施特例法第

3条の2の2第10項に規定する条約適用利子等の額」とする。 

(条約適用配当等に係る国民健康保険税の課税の特例) (条約適用配当等に係る国民健康保険税の課税の特例) 

17 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特

定同一世帯所属者が租税条約等実施特例法第3条の2の2第12項に規

定する条約適用配当等に係る利子所得、配当所得及び雑所得を有する

場合における第3条、第6条、第8条及び第21条の規定の適用について

は、第3条第1項中「及び山林所得金額の合計額から同条第2項」とあ

るのは「及び山林所得金額並びに租税条約等の実施に伴う所得税法、

法人税法及び地方税法の特例等に関する法律(昭和44年法律第46号。

以下「租税条約等実施特例法」という。)第3条の2の2第12項に規定す

17 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特

定同一世帯所属者が租税条約等実施特例法第3条の2の2第12項に規

定する条約適用配当等に係る利子所得、配当所得及び雑所得を有する

場合における第3条、第6条、第8条及び第21条第1項の規定の適用に

ついては、第3条第1項中「及び山林所得金額の合計額から同条第2項」

とあるのは「及び山林所得金額並びに租税条約等の実施に伴う所得税

法、法人税法及び地方税法の特例等に関する法律(昭和44年法律第46

号。以下「租税条約等実施特例法」という。)第3条の2の2第12項に規
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る条約適用配当等の額の合計額から法第314条の2第2項」と、「及び

山林所得金額の合計額(」とあるのは「及び山林所得金額並びに租税

条約等実施特例法第3条の2の2第12項に規定する条約適用配当等の

額の合計額(」と、同条第2項中「又は山林所得金額」とあるのは「若

しくは山林所得金額又は租税条約等実施特例法第3条の2の2第12項

に規定する条約適用配当等の額」と、第21条第1項中「及び山林所得

金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに租税条約等実施特例法第

3条の2の2第12項に規定する条約適用配当等の額」とする。 

定する条約適用配当等の額の合計額から法第314条の2第2項」と、「及

び山林所得金額の合計額(」とあるのは「及び山林所得金額並びに租

税条約等実施特例法第3条の2の2第12項に規定する条約適用配当等

の額の合計額(」と、同条第2項中「又は山林所得金額」とあるのは「若

しくは山林所得金額又は租税条約等実施特例法第3条の2の2第12項

に規定する条約適用配当等の額」と、第21条第1項中「及び山林所得

金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに租税条約等実施特例法第

3条の2の2第12項に規定する条約適用配当等の額」とする。 

18 略 18 略 

 



 



専決第４号 

 

 

令和５年度高梁市一般会計補正予算（第１号）  

 

 

令和５年度高梁市一般会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算の補正）  

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ ２６，１２５千円を追加し、

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ ２８，２４６，１２５千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の

歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

 

 

 

 

 

地方自治法第１７９条第１項の規定に基づき専決処分する。 

 

令和５年５月１日 専 決 

 

 

高梁市長  近 藤  隆 則  
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16 3,241,822 26,125 3,267,947

2 国庫補助金 1,826,196 26,125 1,852,321

28,220,000 26,125 28,246,125

3 7,728,935 26,125 7,755,060

2 児童福祉費 3,640,576 26,125 3,666,701

28,220,000 26,125 28,246,125

 千円  千円  千円

民生費

歳　　出　　合　　計

国庫支出金

歳　　入　　合　　計

歳　　出

款 項 補正前の額 補　正　額 計

補　正　額

 千円

第１表　　歳入歳出予算補正

歳　　入

款 計

 千円

項 補正前の額

 千円
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１　総　　括

（歳　　入）

16 国庫支出金 3,241,822 26,125 3,267,947

28,220,000 26,125 28,246,125歳　　入　　合　　計

歳入歳出補正予算事項別明細書

款 補正前の額 補　正　額 計

 千円  千円  千円
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（歳　　出）

3 民生費 7,728,935 26,125 7,755,060

28,220,000 26,125 28,246,125歳　　出　　合　　計

款 計

 千円

補正前の額

 千円

補　正　額

 千円
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国県支出金 地　方　債 そ　の　他

26,125 0

26,125 0 0 0

特　　　　　　　　定　　　　　　　　財　　　　　　　　源
一　般　財　源

 千円  千円  千円  千円

補　正　額　の　財　源　内　訳
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　１６款　国庫支出金

計 1,826,196 26,125 1,852,321

3 942,019 26,125 968,144民生費国庫補助金

補正前の額 補　正　額 計

 千円  千円

26,125千円

26,125千円

 千円

１６款　国庫支出金

　２項　国庫補助金

２　　歳    入

目
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　１６款　国庫支出金

549

子育て世帯生活支援特別給付金給付事務費補助金（その他世帯分）

10,000

子育て世帯生活支援特別給付金給付事業費補助金（その他世帯分）

576

子育て世帯生活支援特別給付金給付事務費補助金（ひとり親世帯）

費補助金 15,000

児童福祉総務 26,12511 子育て世帯生活支援特別給付金給付事業費補助金（ひとり親世帯）

 千円  千円

節

区　　分 金　　額
説　　　　　　　　　　　　　　明
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0026,1253,640,576計 3,666,701 026,125

26,125

務費 国庫支出金

486,94426,1251 児童福祉総 460,819 26,125

 千円  千円  千円 千円  千円 千円  千円

26,125千円

26,125千円

目 補正前の額 補正額

地方債

計

３　　歳    出

補　正　額　の　財　源　内　訳

一般財源
その他国県支出金

特　　　　定　　　　財　　　　源

　３款　民生費

　２項　児童福祉費
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節

 千円

区　　分

千円

説　　　　　　　　　　　　明
金　　額

3 400職員手当等 超過勤務手当 400

11 300需用費 消耗品費 200

印刷製本費 100

12 95役務費 通信運搬費 33

手数料 62

13 330委託料 システム処理委託料 330

19 25,000負担金補助及 子育て世帯生活支援特別給付金（ひとり親世帯分） 15,000

び交付金 子育て世帯生活支援特別給付金（その他世帯分） 10,000

　　３款　民生費
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専決第５号 

高梁市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例の一部を改正する       

条例 

高梁市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例の一部を次のとおり改正する

ため、地方自治法第１７９条第１項に基づき専決処分する。 

令和５年５月８日専決 

高梁市長  近 藤 隆 則   

 

高梁市条例第２４号 

（令和５年５月８日制定）   

高梁市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例の一部を改正する 

条例 

高梁市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例（令和２年高梁市条例第１８

号）の一部を次のように改正する。 

 

 附則第２項の前の見出し並びに同項及び附則第３項を削り、附則第１項の見出し及び項番号 

を削る。 

 

附 則（令和５年高梁市条例第２４号） 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 



 

 

9
0
 

（参考）            高梁市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例新旧対照表 

改正案 現行 

附 則 附 則 

 (施行期日等) 

 この条例は、公布の日から施行し、令和2年4月1日から適用する。 1 この条例は、公布の日から施行し、令和2年4月1日から適用する。 

 (感染症防疫作業等従事職員の特殊勤務手当の特例) 

 2 職員が、新型コロナウイルス感染症(新型コロナウイルス感染症を指

定感染症として定める等の政令(令和2年政令第11号)第1条に規定す

るものをいう。)から市民の生命及び健康を保護するために緊急に行

われた措置に係る作業であって、市長が別に定めるものに従事したと

きは、感染症防疫作業等従事職員の特殊勤務手当を支給する。この場

合において、第4条の規定は適用しない。 

 3 前項の手当は、従事した1日につき4,000円を超えて支給してはなら

ない。 
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議案第５５号 

   高梁市火災予防条例の一部を改正する条例 

 高梁市火災予防条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

  令和５年６月９日提出 

高梁市長  近 藤 隆 則   

 

高梁市条例第  号 

     （令和５年  月  日制定）   

   高梁市火災予防条例の一部を改正する条例 

 高梁市火災予防条例（平成１６年高梁市条例第２８０号）の一部を次のように改正する。 

 

 第１４条の２第１項中「自動車等（道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）第２条第１項

第９号に規定する自動車又は同項第１０号に規定する原動機付自転車をいう。第１２号におい

て同じ。）をいう。以下この条において同じ。）に」を「自動車、原動機付自転車、船舶、航空

機その他これらに類するものをいう。以下同じ。）にコネクター（充電用ケーブルを電気自動車

等に接続するためのものをいう。以下同じ。）を用いて」に、「及び全出力２００キロワットを

超えるものを除く。）をいう」を「を除く。）をいい、分離型のもの（変圧する機能を有する設

備本体及び充電ポスト（コネクター及び充電用ケーブルを収納する設備で、変圧する機能を有

しないものをいう。以下同じ。）により構成されるものをいう。以下同じ。）にあっては、充電

ポストを含む」に改め、同項第１号ただし書中「不燃材料で造り、又は覆われた外壁で開口部

のないものに面するときは」を「次に掲げるものにあっては」に改め、同号に次のように加え

る。 

  ア 不燃材料で造り、又は覆われた外壁で開口部のないものに面するもの 

  イ 分離型のものにあっては、充電ポスト 

 

 第１４条の２第１項第２号に次のただし書を加える。 

  ただし、分離型のものの充電ポストにあっては、この限りでない。 

 

 第１４条の２第１項第６号中「急速充電設備」を「コネクター」に改め、同項第７号中「急

速充電設備と電気自動車等の接続部に」を「コネクターが電気自動車等に接続され、」に、「接
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続部が」を「コネクターが当該電気自動車等から」に改め、同項第１１号中「緊急停止させる

ことができる措置を講ずる」を「緊急に停止することができる装置を、当該急速充電設備の利

用者が異常を認めたときに、速やかに操作することができる箇所に設ける」に改め、同項第１

２号中「自動車等」を「急速充電設備と電気自動車等」に改め、同項第１３号中「（充電用ケー

ブルを電気自動車等に接続するための部分をいう。以下この号において同じ。）」を削り、同項

第１６号中「当該蓄電池」の次に「（主として保安のために設けるものを除く。）」を加え、同項

中第１８号を第１９号とし、第１７号を第１８号とし、第１６号の次に次の１号を加える。 

 (17) 急速充電設備のうち分離型のものにあっては、充電ポストに蓄電池（主として保安の

ために設けるものを除く。）を内蔵しないこと。 

 

 第１９条第１項中「いう。」の次に「以下同じ。」を加える。 

 

 第２８条第３項を削り、同条第４項第２号中「併せて図記号による標識を設けるときは、別

表第２に定めるものとしなければならない」を「健康増進法（平成１４年法律第１０３号）第

３３条第２項に規定する喫煙専用室標識を設ける場合においてはこの限りでない」に改め、同

項を同条第３項とし、同項の次に次の１項を加える。 

４ 第２項又は前項第２号に規定する標識と併せて図記号による標識を設けるときは、「禁煙」

又は「火気厳禁」と表示した標識と併せて設ける図記号にあっては、国際標準化機構が定め

た規格第７０１０号又は日本産業規格Ｚ８２１０に適合するものとし、「喫煙所」と表示した

標識と併せて設ける図記号にあっては、国際標準化機構が定めた規格第７００１号又は日本

産業規格Ｚ８２１０に適合するものとしなければならない。 

 

 第２８条第５項中「前項」を「第３項」に改める。 

 

 別表第２を次のように改める。 

別表第２ 削除 

 

   附 則（令和５年高梁市条例第  号） 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、第１４条の２第１項の改正規定及び次項の
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規定は、令和５年１０月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 第１４条の２第１項の改正規定の施行の際現に設置され、又は設置の工事がされているこ

の条例による改正後の高梁市火災予防条例（以下「新条例」という。）第１４条の２第１項に

規定する急速充電設備に係る位置、構造及び管理に関する基準の適用については、なお従前

の例による。 

３ 新条例第２８条第３項第２号の規定の適用については、当分の間、同号中「喫煙専用室標

識」とあるのは、「喫煙専用室標識又は健康増進法の一部を改正する法律（平成３０年法律第

７８号）附則第３条第１項の規定により読み替えて適用される健康増進法第３３条第２項に

規定する指定たばこ専用喫煙室標識」と読み替えるものとする。 

４ この条例の施行の際現に設置され、又は設置の工事がされている新条例第２８条第２項又

は第３項第２号に規定する標識と併せて設ける図記号のうち、新条例第２８条第４項の規定

に適合しないものについては、当該規定にかかわらず、なお従前の例による。 

 

 

提 案 理 由 

 対象火気設備等の位置、構造及び管理並びに対象火気器具等の取扱いに関する条例の制定に

関する基準を定める省令の改正に伴い、所要の改正を行うため。 
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（参考）                      高梁市火災予防条例新旧対照表 

改正案 現行 

(急速充電設備) (急速充電設備) 

第14条の2 急速充電設備(電気を設備内部で変圧して、電気自動車等

(電気を動力源とする自動車、原動機付自転車、船舶、航空機その他

これらに類するものをいう。以下同じ。)にコネクター(充電用ケーブ

ルを電気自動車等に接続するためのものをいう。以下同じ。)を用い

て充電する設備(全出力20キロワット以下のものを除く。)をいい、分

離型のもの(変圧する機能を有する設備本体及び充電ポスト(コネクタ

ー及び充電用ケーブルを収納する設備で、変圧する機能を有しないも

のをいう。以下同じ。)により構成されるものをいう。以下同じ。)に

あっては、充電ポストを含む。以下同じ。)の位置、構造及び管理は、

次に掲げる基準によらなければならない。 

第14条の2 急速充電設備(電気を設備内部で変圧して、電気自動車等

(電気を動力源とする自動車等(道路交通法(昭和35年法律第105号)第2

条第1項第9号に規定する自動車又は同項第10号に規定する原動機付

自転車をいう。第12号において同じ。)をいう。以下この条において

同じ。)に充電する設備(全出力20キロワット以下のもの及び全出力20

0キロワットを超えるものを除く。)をいう。以下同じ。)の位置、構造

及び管理は、次に掲げる基準によらなければならない。 

(1) 急速充電設備(全出力50キロワット以下のもの及び消防長が認め

る延焼を防止するための措置が講じられているものを除く。)を屋

外に設ける場合にあっては、建築物から3メートル以上の距離を保

つこと。ただし、次に掲げるものにあっては、この限りでない。 

ア 不燃材料で造り、又は覆われた外壁で開口部のないものに面す

るもの 

イ 分離型のものにあっては、充電ポスト 

(1) 急速充電設備(全出力50キロワット以下のもの及び消防長が認め

る延焼を防止するための措置が講じられているものを除く。)を屋

外に設ける場合にあっては、建築物から3メートル以上の距離を保

つこと。ただし、不燃材料で造り、又は覆われた外壁で開口部のな

いものに面するときは、この限りでない。 

(2) 筐体は不燃性の金属材料で造ること。ただし、分離型のものの充

電ポストにあっては、この限りでない。 

(2) 筐体は不燃性の金属材料で造ること。 

(3)～(5) 略 (3)～(5) 略 
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(6) コネクターと電気自動車等が確実に接続されていない場合には、

充電を開始しない措置を講ずること。 

(6) 急速充電設備と電気自動車等が確実に接続されていない場合に

は、充電を開始しない措置を講ずること。 

(7) コネクターが電気自動車等に接続され、電圧が印加されている場

合には、当該コネクターが当該電気自動車等から外れないようにす

る措置を講ずること。 

(7) 急速充電設備と電気自動車等の接続部に電圧が印加されている

場合には、当該接続部が外れないようにする措置を講ずること。 

(8)～(10) 略 (8)～(10) 略 

(11) 急速充電設備を手動で緊急に停止することができる装置を、当

該急速充電設備の利用者が異常を認めたときに、速やかに操作する

ことができる箇所に設けること。 

(11) 急速充電設備を手動で緊急停止させることができる措置を講

ずること。 

(12) 急速充電設備と電気自動車等の衝突を防止する措置を講ずる

こと。 

(12) 自動車等の衝突を防止する措置を講ずること。 

(13) コネクターについて、操作に伴う不時の落下を防止する措置を

講ずること。ただし、コネクターに十分な強度を有するものにあっ

ては、この限りでない。 

(13) コネクター(充電用ケーブルを電気自動車等に接続するための

部分をいう。以下この号において同じ。)について、操作に伴う不

時の落下を防止する措置を講ずること。ただし、コネクターに十分

な強度を有するものにあっては、この限りでない。 

(14)・(15) 略 (14)・(15) 略 

(16) 急速充電設備のうち蓄電池を内蔵しているものにあっては、当

該蓄電池(主として保安のために設けるものを除く。)について次に

掲げる措置を講ずること。 

(16) 急速充電設備のうち蓄電池を内蔵しているものにあっては、当

該蓄電池について次に掲げる措置を講ずること。 

ア～エ 略 ア～エ 略 

(17)  急速充電設備のうち分離型のものにあっては、充電ポストに

蓄電池(主として保安のために設けるものを除く。)を内蔵しないこ

と。 
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(18)・(19) 略 (17)・(18) 略 

2 略 2 略 

(避雷設備) (避雷設備) 

第19条 避雷設備の位置及び構造は、消防長が指定する日本産業規格

(産業標準化法(昭和24年法律第185号)第20条第1項の日本産業規格を

いう。以下同じ。)に適合するものとしなければならない。 

第19条 避雷設備の位置及び構造は、消防長が指定する日本産業規格

(産業標準化法(昭和24年法律第185号)第20条第1項の日本産業規格を

いう。)に適合するものとしなければならない。 

2 略 2 略 

(喫煙等) (喫煙等) 

第28条 略 第28条 略 

(1)～(4) 略 (1)～(4) 略 

2 略 2 略 

 3 前項の場合において、併せて図記号による標識を設けるときは、別

表第2に定めるものとしなければならない。 

3 第1項の消防長が指定する場所(同項第3号に掲げる場所を除く。)を

有する防火対象物の関係者は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、

それぞれ次の各号に定める措置を講じなければならない。 

4 第1項の消防長が指定する場所(同項第3号に掲げる場所を除く。)を

有する防火対象物の関係者は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、

それぞれ次の各号に定める措置を講じなければならない。 

(1) 略 (1) 略 

(2) 前号に掲げる場合以外の場合 適当な数の吸殻容器を設けた喫

煙所の設置及び当該喫煙所における「喫煙所」と表示した標識の設

置(健康増進法(平成14年法律第103号)第33条第2項に規定する喫煙

専用室標識を設ける場合においてはこの限りでない。) 

(2) 前号に掲げる場合以外の場合 適当な数の吸殻容器を設けた喫

煙所の設置及び当該喫煙所における「喫煙所」と表示した標識の設

置(併せて図記号による標識を設けるときは、別表第2に定めるもの

としなければならない。) 

4 第2項又は前項第2号に規定する標識と併せて図記号による標識を設  
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けるときは、「禁煙」又は「火気厳禁」と表示した標識と併せて設け

る図記号にあっては、国際標準化機構が定めた規格第7010号又は日本

産業規格Z8210に適合するものとし、「喫煙所」と表示した標識と併

せて設ける図記号にあっては、国際標準化機構が定めた規格第7001

号又は日本産業規格Z8210に適合するものとしなければならない。 

5 第3項第2号に掲げる場合において、劇場等の喫煙所は、階ごとに客

席及び廊下(通行の用に供しない部分を除く。)以外の場所に設けなけ

ればならない。ただし、劇場等の一部の階において全面的に喫煙が禁

止されている旨の標識の設置その他の当該階における全面的な喫煙

の禁止を確保するために消防長が火災予防上必要と認める措置を講

じた場合は、当該階において喫煙所を設けないことができる。 

5 前項第2号に掲げる場合において、劇場等の喫煙所は、階ごとに客席

及び廊下(通行の用に供しない部分を除く。)以外の場所に設けなけれ

ばならない。ただし、劇場等の一部の階において全面的に喫煙が禁止

されている旨の標識の設置その他の当該階における全面的な喫煙の

禁止を確保するために消防長が火災予防上必要と認める措置を講じ

た場合は、当該階において喫煙所を設けないことができる。 

6・7 略 6・7 略 

別表第2 削除 別表第2(第28条関係) 

表示の種類 図記号 色 

禁煙である旨の表示 

 

記号は黒、斜めの帯及び

枠は赤、地は白 

火気厳禁である旨の表

示 

 

記号は黒、斜めの帯及び

枠は赤、地は白 

喫煙所である旨の表示 

 

記号は黒、地は白 
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議案第５６号 

   高梁市立小学校及び中学校条例の一部を改正する条例 

 高梁市立小学校及び中学校条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

  令和５年６月９日提出 

高梁市長  近 藤 隆 則   

 

高梁市条例第  号 

（令和５年  月  日制定）   

   高梁市立小学校及び中学校条例の一部を改正する条例 

 高梁市立小学校及び中学校条例（平成１６年高梁市条例第７４号）の一部を次のように

改正する。 

 

 題名中「及び中学校」を「、中学校及び義務教育学校」に改める。 

 

 第１条及び第２条（見出しを含む。）中「及び中学校」を「、中学校及び義務教育学校」

に改める。 

 

別表中 

「 

｜〃

〃
    ｜高梁市立福地小学校 

高梁市立有漢東小学校｜
高梁市落合町福地１５７８番地 

高梁市有漢町上有漢８２６３番地｜ 

                                     」を 

「  

｜〃    ｜高梁市立福地小学校 ｜高梁市落合町福地１５７８番地 ｜ 

」に、 

「  

｜〃

〃
    ｜高梁市立高梁北中学校

高梁市立有漢中学校 ｜
高梁市川面町２３０２番地１  

高梁市有漢町有漢３４０６番地 ｜ 

」を 
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「  

｜〃    ｜高梁市立高梁北中学校｜高梁市川面町２３０２番地１ ｜ 

」に改め、 

同表に次のように加える。 

義務教育学校 高梁市立有漢学園  高梁市有漢町有漢３４０６番地 

 

   附 則（令和５年高梁市条例第  号）  

 この条例は、令和７年４月１日から施行する。  

 

 

    提 案 理 由  

 有漢東小学校と有漢中学校を統合し、義務教育学校を設置するため。  

 



 

 

1
0
1
 

（参考）                    高梁市立小学校及び中学校条例新旧対照表 

改正案 現行 

高梁市立小学校、中学校及び義務教育学校条例 高梁市立小学校及び中学校条例 

(設置) (設置) 

第1条 学校教育法(昭和22年法律第26号)の規定に基づき、本市に小学

校、中学校及び義務教育学校を設置する。 

第1条 学校教育法(昭和22年法律第26号)の規定に基づき、本市に小学

校及び中学校を設置する。 

(小学校、中学校及び義務教育学校の名称及び位置) (小学校及び中学校の名称及び位置) 

第2条 小学校、中学校及び義務教育学校の名称及び位置は、別表のと

おりとする。 

第2条 小学校及び中学校の名称及び位置は、別表のとおりとする。 

別表(第2条関係) 別表(第2条関係) 

区分 名称 位置 

(略) (略) (略) 

〃 高梁市立福地小学校 高梁市落合町福地1578番地 

  

 

 

(略) (略) (略) 

(略) (略) (略) 

〃 高梁市立高梁北中学

校 

高梁市川面町2302番地1 

   

(略) (略) (略) 

義務教育学校 高梁市立有漢学園 高梁市有漢町有漢3406番地 
 

区分 名称 位置 

(略) (略) (略) 

〃 高梁市立福地小学校 高梁市落合町福地1578番地 

〃 高梁市立有漢東小学

校 

高梁市有漢町上有漢8263番地 

(略) (略) (略) 

(略) (略) (略) 

〃 高梁市立高梁北中学

校 

高梁市川面町2302番地1 

〃 高梁市立有漢中学校 高梁市有漢町有漢3406番地 

(略) (略) (略) 
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議案第５７号 

   財産の取得に関し議会の議決を求めることについて 

 次の財産を取得することについて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項 

第８号及び高梁市の議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（平成１

６年高梁市条例第５２号）第３条の規定により、議会の議決を求める。  

 

記 

 

１ 物件の名称    高規格救急自動車 

２ 契約の方法    指名競争入札 

３ 契約金額     ３１，２２９，０００ 円 

           （うち取引に係る消費税額及び地方消費税の額 2,839,000 円） 

４ 契約の相手方   岡山市中区高屋１６１番地 

           岡山日産自動車株式会社 

           代表取締役 若林 信吾 

５ 取得の目的    消防設備の更新 

 

  令和５年６月９日提出 

高梁市長  近 藤 隆 則 

 

 

    提 案 理 由 

 高規格救急自動車を取得するため。 
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（参考） 

高規格救急自動車の概要 

 

１ 車両関係 

（1）駆動方式   ４輪駆動（パートタイム含む。） 

（2）動力伝達装置 オートマチックトランスミッション 

（3）車両寸法   高さ     ２，４００ｍｍ以上 ２，５５０ｍｍ以下 

          幅      １，８００ｍｍ以上 １，９５０ｍｍ以下  

          長さ     ５，３００ｍｍ以上 ５，８００ｍｍ以下 

          患者室高さ  １，８００ｍｍ以上 

          患者室幅   １，６５０ｍｍ以上 

（4）乗車定員   ７名以上 

 

２ 積載品関係 

・患者監視モニタ 

・自動式人工呼吸器 

・半自動体外式除細動器 など 
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（参考） 

              地方自治法（抜すい） 

（議決事件） 

第９６条 普通地方公共団体の議会は、次に掲げる事件を議決しなければならない。   

(1)～(5) 略 

(6) 条例で定める場合を除くほか、財産を交換し、出資の目的とし、若しくは支払手段

として使用し、又は適正な対価なくしてこれを譲渡し、若しくは貸し付けること。 

(7) 不動産を信託すること。 

(8) 前２号に定めるものを除くほか、その種類及び金額について政令で定める基準に従

い条例で定める財産の取得又は処分をすること。 

(9)～(15) 略 

２ 略 

 

 

高梁市の議会の議決に付すべき契約及び  

        財産の取得又は処分に関する条例（抜すい） 

 （議会の議決に付すべき財産の取得又は処分）  

第３条 法第９６条第１項第８号の規定により、議会の議決に付さなければならない財産

の取得又は処分は、予定価格２，０００万円以上の不動産（土地については１件５，０

００平方メートル以上のものに係るものに限る。）若しくは動産の買入れ若しくは売払い

又は財産の信託の受益権の買入れ若しくは売払いとする。  

 

 

 

 



 



議案第５８号 

 

 

令和５年度高梁市一般会計補正予算（第３号）  

 

 

令和５年度高梁市一般会計補正予算（第３号）は、次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算の補正）  

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ ６１８，６７９千円を追加し、

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ ２９，０３７，６５４千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の

歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

（地方債の補正） 

第２条 地方債の変更は「第２表 地方債補正」による。 

 

 

 

 

 

 

令和５年６月９日提出 

 

 

高梁市長  近 藤 隆 則  
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14 93,161 7,366 100,527

1 分担金 16,676 7,366 24,042

16 3,440,797 208,024 3,648,821

1 国庫負担金 1,409,789 39,552 1,449,341

2 国庫補助金 2,025,171 168,472 2,193,643

17 1,193,548 42,521 1,236,069

2 県補助金 524,207 42,521 566,728

20 1,550,686 57,562 1,608,248

2 基金繰入金 1,548,733 57,562 1,606,295

21 1 59,006 59,007

1 繰越金 1 59,006 59,007

23 5,899,600 244,200 6,143,800

1 市債 5,899,600 244,200 6,143,800

28,418,975 618,679 29,037,654歳　　入　　合　　計

分担金及び負担金

国庫支出金

県支出金

繰入金

繰越金

市債

補　正　額

 千円

第１表　　歳入歳出予算補正

歳　　入

款 計

 千円

項 補正前の額

 千円
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4 2,444,438 10,000 2,454,438

1 保健衛生費 1,572,270 10,000 1,582,270

6 949,213 78,800 1,028,013

1 農業費 785,880 78,800 864,680

7 423,713 144,525 568,238

1 商工費 423,713 144,525 568,238

8 3,191,753 11,400 3,203,153

2 道路橋梁費 1,784,546 11,400 1,795,946

10 3,382,735 0 3,382,735

7 保健体育費 586,782 0 586,782

11 436,504 373,954 810,458

1 農林施設災害復旧費 138,404 172,754 311,158

2 土木施設災害復旧費 298,100 201,200 499,300

28,418,975 618,679 29,037,654歳　　出　　合　　計

衛生費

農林水産業費

商工費

土木費

教育費

災害復旧費

歳　　出

款 計

 千円

項 補正前の額

 千円

補　正　額

 千円
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126,000 

56,500 

83,800 

169,900 

44,200 

32,800 

55,000 

60,000 
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１　総　　括

（歳　　入）

14 分担金及び負担金 93,161 7,366 100,527

16 国庫支出金 3,440,797 208,024 3,648,821

17 県支出金 1,193,548 42,521 1,236,069

20 繰入金 1,550,686 57,562 1,608,248

21 繰越金 1 59,006 59,007

23 市債 5,899,600 244,200 6,143,800

28,418,975 618,679 29,037,654歳　　入　　合　　計

歳入歳出補正予算事項別明細書

款 補正前の額 補　正　額 計

 千円  千円  千円
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（歳　　出）

4 衛生費 2,444,438 10,000 2,454,438

6 農林水産業費 949,213 78,800 1,028,013

7 商工費 423,713 144,525 568,238

8 土木費 3,191,753 11,400 3,203,153

10 教育費 3,382,735 0 3,382,735

11 災害復旧費 436,504 373,954 810,458

28,418,975 618,679 29,037,654歳　　出　　合　　計

款 計

 千円

補正前の額

 千円

補　正　額

 千円
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国県支出金 地　方　債 そ　の　他

9,246 754

74,530 4,270

82,200 62,325

11,400

8,787 △8,787

75,782 244,200 7,366 46,606

250,545 244,200 7,366 116,568

特　　　　　　　　定　　　　　　　　財　　　　　　　　源
一　般　財　源

 千円  千円  千円  千円

補　正　額　の　財　源　内　訳
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　１４款　分担金及び負担金　１６款　国庫支出金　１７款　県支出金

6 263,885 6,291 270,176農林水産業費県補助金

　２項　県補助金 42,521千円

１７款　県支出金 42,521千円

2,025,171 168,472 2,193,643計

2 194,204 168,472 362,676総務費国庫補助金

　２項　国庫補助金 168,472千円

１６款　国庫支出金 208,024千円

1,409,789 39,552 1,449,341計

11 82,842 39,552 122,394災害復旧費国庫負担金

　１項　国庫負担金 39,552千円

１６款　国庫支出金 208,024千円

16,676 7,366 24,042計

11 10,302 7,366 17,668災害復旧事業費分担金

補正前の額 補　正　額 計

 千円  千円

7,366千円

7,366千円

 千円

１４款　分担金及び負担金

　１項　分担金

２　　歳    入

目
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　１４款　分担金及び負担金　１６款　国庫支出金　１７款　県支出金

金

畜産業費補助 6,2914 畜産経営安定推進事業費補助金 6,291

助金

総務管理費補 168,4721 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 168,472

費負担金

施設災害復旧

現年公共土木 39,5521 災害復旧費負担金 39,552

事業費分担金

施設災害復旧

現年単独農林 3,0302 農業施設災害復旧事業費分担金 3,030

事業費分担金

施設災害復旧

現年補助農林 4,3361 農業施設災害復旧事業費分担金 4,336

 千円  千円

節

区　　分 金　　額
説　　　　　　　　　　　　　　明
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　１７款　県支出金　２０款　繰入金　２１款　繰越金　２３款　市債

11 237,800 244,200 482,000災害復旧債

　１項　市債 244,200千円

２３款　市債 244,200千円

1 59,006 59,007計

1 1 59,006 59,007繰越金

　１項　繰越金 59,006千円

２１款　繰越金 59,006千円

1,548,733 57,562 1,606,295計

1 1,548,733 57,562 1,606,295基金繰入金

　２項　基金繰入金 57,562千円

２０款　繰入金 57,562千円

524,207 42,521 566,728計

11 99,867 36,230 136,097災害復旧費県補助金

 千円  千円

42,521千円

42,521千円

 千円

１７款　県支出金

　２項　県補助金

目 補正前の額 補　正　額 計

 116 



　１７款　県支出金　２０款　繰入金　２１款　繰越金　２３款　市債

事業債

施設災害復旧

現年単独農林 23,7002 農業施設災害復旧事業費充当 23,700

事業債

施設災害復旧

現年補助農林 81,8001 農業施設災害復旧事業費充当 81,800

前年度繰越金 59,0061 前年度繰越金 59,006

繰入金

財政調整基金 57,5621 財政調整基金繰入金 57,562

費補助金

施設災害復旧

現年補助農林 36,2301 農業施設災害復旧費補助金 36,230

金　　額
説　　　　　　　　　　　　　　明

 千円  千円

節

区　　分
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　２３款　市債

5,899,600 244,200 6,143,800計

補正前の額 補　正　額 計

 千円  千円

244,200千円

244,200千円

 千円

２３款　市債

　１項　市債

目
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　２３款　市債

債

災害復旧事業

現年単独土木 109,90012 土木施設災害復旧事業費充当 109,900

債

災害復旧事業

現年公共土木 28,80011 土木施設災害復旧事業費充当 28,800

 千円  千円

節

区　　分 金　　額
説　　　　　　　　　　　　　　明
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　　４款　衛生費　　６款　農林水産業費　　７款　商工費

82,200

国庫支出金

144,525千円

144,525千円

219,590144,5252 商工振興費 75,065 62,32582,200

　１項　商工費

　７款　商工費

78,800785,880計 864,680 4,27074,530 00

230,8121,0005 農地費 229,812 1,000

4 畜産業費 4,426 3,0007,4263,000

6,291

県支出金

68,239

国庫支出金

78,800千円

78,800千円

410,03574,8003 農業振興費 335,235 27074,530

　１項　農業費

　６款　農林水産業費

10,0001,572,270計 1,582,270 7549,246 00

9,246

務費 国庫支出金

1,241,42310,0001 保健衛生総 1,231,423 7549,246

 千円  千円  千円 千円  千円 千円  千円

10,000千円

10,000千円

目 補正前の額 補正額

地方債

計

３　　歳    出

補　正　額　の　財　源　内　訳

一般財源
その他国県支出金

特　　　　定　　　　財　　　　源

　４款　衛生費

　１項　保健衛生費
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　　４款　衛生費　　６款　農林水産業費　　７款　商工費

び割引料

商品券償還金 137,00023 137,000償還金利子及

12 6,028役務費 通信運搬費 6,028

印刷製本費 1,297

20011 1,497需用費 消耗品費

び交付金

19 1,000負担金補助及 小規模土地改良工事費補助金 1,000

び交付金

優良繁殖雌牛導入事業補助金 3,00019 3,000負担金補助及

び交付金 畜産飼料高騰対策支援金 25,530

19 74,530負担金補助及 農業者等物価高騰対策支援金 49,000

27012 270役務費 通信運搬費

び交付金

19 10,000負担金補助及 水道事業特別会計補助金 10,000

千円

説　　　　　　　　　　　　明
金　　額

 千円

区　　分

節
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　　７款　商工費　　８款　土木費　１０款　教育費　１１款　災害復旧費

3,030

23,700 負担金

市債害復旧費 分担金及び

90,52045,6002 現年単独災 44,920 18,8703,03023,700

4,336

36,230 負担金81,800

害復旧費 県支出金 分担金及び市債

4,33681,800

373,954千円

172,754千円

212,005127,1541 現年補助災 84,851 4,78836,230

　１項　農林施設災害復旧費

１１款　災害復旧費

0586,782計 586,782 △8,7878,787 00

8,787

国庫支出金

0千円

0千円

422,59203 学校給食費 422,592 △8,7878,787

　７項　保健体育費

１０款　教育費

11,4001,784,546計 1,795,946 11,4000 00

良費

11,400千円

11,400千円

1,482,94111,4003 道路新設改 1,471,541 11,400

　２項　道路橋梁費

　８款　土木費

144,525423,713計 568,238 62,32582,200 00

 千円  千円  千円 千円  千円 千円  千円

144,525千円

144,525千円

目 補正前の額 補正額

地方債

計

補　正　額　の　財　源　内　訳

一般財源
その他国県支出金

特　　　　定　　　　財　　　　源

　７款　商工費

　１項　商工費
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　　７款　商工費　　８款　土木費　１０款　教育費　１１款　災害復旧費

施設修繕用原材料費 2,70016 2,700原材料費

15 42,900工事請負費 災害復旧工事費 42,900

15 64,360工事請負費 災害復旧工事費 64,360

測量設計委託料 57,15013 57,150委託料

11 644需用費 消耗品費 644

5,0002 5,000給料 一般職給

財源更正

8,200び交付金 小規模建設工事費補助金

3,20019 11,400負担金補助及 生活道整備補助金

千円

説　　　　　　　　　　　　明
金　　額

 千円

区　　分

節
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　１１款　災害復旧費

201,200298,100計 499,300 22,94839,552 0138,700

109,900

市債害復旧費

212,700132,7002 現年単独災 80,000 22,800109,900

39,552 28,800

害復旧費 国庫支出金 市債

28,800

373,954千円

201,200千円

199,30068,5001 現年公共災 130,800 14839,552

　２項　土木施設災害復旧費

１１款　災害復旧費

172,754138,404計 311,158 23,65836,230 7,366105,500

 千円  千円  千円 千円  千円 千円  千円

172,754千円

373,954千円

目 補正前の額 補正額

地方債

計

補　正　額　の　財　源　内　訳

一般財源
その他国県支出金

特　　　　定　　　　財　　　　源

１１款　災害復旧費

　１項　農林施設災害復旧費
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　１１款　災害復旧費

15 95,900工事請負費 災害復旧工事費 95,900

修繕料 31,80011 31,800需用費

2 5,000給料 一般職給 5,000

15 59,300工事請負費 災害復旧工事費 59,300

測量設計委託料 6,00013 6,000委託料

3 200職員手当等 超過勤務手当 200

3,0002 3,000給料 一般職給

千円

説　　　　　　　　　　　　明
金　　額

 千円

区　　分

節
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3,444,429 3,148,566 237,800 506,822 2,879,544

244,200 244,200

3,444,429 3,148,566 482,000 506,822 3,123,744

271,603 258,859 81,000 30,049 309,810

105,500 105,500

271,603 258,859 186,500 30,049 415,310

2,735,579 2,621,493 156,800 305,006 2,473,287

138,700 138,700

2,735,579 2,621,493 295,500 305,006 2,611,987

31,590,384 30,883,799 5,899,600 3,676,000 33,107,399

244,200 244,200

31,590,384 30,883,799 6,143,800 3,676,000 33,351,599

1
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1. 982,318 755 983,073

675,292 666,047

674,852 665,607

307,026 10,000 317,026

2 152,606 10,000 162,606

1. 1,112,811 755 1,113,566

1,038,504 755 1,039,259

3 104,800 755 105,555

高梁市水道事業特別会計
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1. 982,318 755 983,073

675,292 666,047

1 674,852 665,607

307,026 10,000 317,026

2 152,606 10,000 162,606

1. 1,112,811 755 1,113,566

1,038,504 755 1,039,259

3 104,800 755 105,555
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1.

1. 10,000 10,000

9. 8 8

10. 12 12

11. 75 75

12. 660 660

高梁市水道事業特別会計
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